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Ⅰ．科学技術政策一般

１．英国の科学技術の概況

英国には大学、研究機関及び産業界における科学、技術、工学の研究と技術革新の長い

歴史がある。１７世紀の物理学と天文学におけるアイザック・ニュートンの発見（重力場

の理論と運動の三法則）に始まり、チャールズ・ダーウインの進化論に関する業績、そし

て１９世紀におけるマイケル・ファラデーの発明（原動機、発電器及び変圧器の発明）ま

で数々の歴史的な成果がある。このような伝統は、今世紀まで続いており、科学、技術及

び工学の各分野で卓越した功績を残している。英国の科学分野でのノーベル賞受賞者数は

約７０名と、米国に次ぐ受賞者数である。

また、英国は人口では世界の１％でしかないが、科学投資額では世界の５％を、科学論

文発表数では世界の１０％、被引用論文数は世界の１２％を占めている。さらに、科学研

究実施数でも米国に次ぐ世界２位の地位である。なお、投資総額では、仏国、独国に劣っ

ているが、論文発表数や被引用論文数では両国を引き離している。ただし、特許数の面で

は、仏国、独国に劣っており、今後基礎研究の成果を効果的かつ効率的に実用化に繋げる

努力が求められている。

ブレア労働党政権発足以降、優れた研究成果が輩出されているにもかかわらず、これに

Knowledge Driven見合あう産業化がなされていないとの反省から、知識主導経済（

)の実現を目指し、科学技術基盤の整備や技術移転に関する施策の強化及び予算Ecomomy

の大幅なる増額を積極的に行うとともに、バイオテクノロジー、情報科学及びナノテクノ

ロジー等の基礎技術分野を強化し、国際的な競争力を確保することとしている。具体的な

成果の面では、最近ではクローン羊「ドリー」の創製にはじまるクローン研究やヒトゲノ

ム解析など伝統的に英国が得意としているライフサイエンス分野を中心に世界をリードし

ており、今後のさらなる科学技術の進展が期待される。
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２．英国の科学技術政策

（１）基本政策

英国の基本的な科学技術政策は１９９３年５月に発表された「科学・工学・技

術白書 （ ：我々の潜在力の実現）に基づき進められており、これ」 Realizing Our Potential

は今後２０年間の科学技術政策の方針を述べた政策大綱として扱われている。この中では

英国の科学、工学及び技術の卓越性を維持し、国家の競争力と生活の質の向上を図る戦略

的政策が述べられている。なお、この政策は保守党政権時代に策定されたものであるが、

労働党政権になっても基本的には同政策を引き継いでいる。なお、労働党政権は、長く続

いた保守党政権時代に他の先進国と比較し科学技術予算が低下し、その結果、英国の科学

技術の世界的な地位も低下した点を批判しており、労働党政権下では積極的な科学技術投

資を行うこととしている。

科学・工学・技術白書の概要

・英国の経済発展をより確実なものにするために、科学と工学、産業界、研

究支援団体や他の研究組織間の強固な連携を図る

・科学知識と技術力向上のために科学技術の基礎を強固にし、そのための人

材を確保する

・国際研究協力に貢献、特に欧州の研究機関との協力を深める

・科学技術、工学の一般への理解増進を進める。

・政府予算による研究の効率性・有効性を明確にする

また 「科学・工学・技術に関する展望（ 」が１９９４年以降、２年に一、 ）Forward Look

度のペースで策定され、その時点での資金計画を踏まえた政府の具体的な科学技術政策の

レビュー及び今後の戦略等が述べられている。直近では「 」が発行さForward Look 2003

れており、２００５年中に新たな が発行される予定。Forward Look

（２）労働党政権以降の科学技術政策の流れ

英国は従来、基礎研究においては優れた成果が出されていたが、これが必ずしもイノベ

ーションに繋がっていなかったとの反省から、競争力とイノベーションを重要な戦略とし

ている。 年に発行された競争力白書は国際競争力を強化するために科学技術と政府の95

施策が強力にリンクされるべきだと説いた。さらに大規模科学技術プログラムから小規模

の目標設定型研究へシフトすることを提唱している。本白書の目的は主に産学の連携とネ

。 、 、ットワークの強化である この時期は科学予算が減少し始めた時期でもあり これに対し

議会などから懸念が表明され、デアリング卿を議長とする委員会が立ち上げられ科学技術
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を巡る様々なトピックについてレビューすることとなった。また、この時期は多くの政府

系研究機関が民営化されたりエージェンシーとなった時期でもある。

年の総選挙で政権を獲得した労働党も科学技術に関する基本的な原則（財政支援の97

プライオリティなど）は保守党のそれを踏襲した。さらに翌年実施された包括的歳出見直

しでは実質的な科学予算の増額が図られ（ 億ポンド 、主に施設整備に向けられた。7 ）

年の競争力白書においては持続可能な成長、競争力強化のためには知識・技能そし98

て創造性の探求が重要であるとの政府の認識に基づいて書かれており、技術とイノベーシ

ョンが中心的なテーマに据えられた。翌 年に発行された科学イノベーション白書の中99

では政府の役割を次のように規定している。

○科学基盤に対する主要な出資者

○産学連携のプロモーター

○イノベーションの規制者

○国民の科学への信頼促進

これに基づき、特にイノベーションの機会追求を目的に以下の施策が実行された

○フォーサイト基金

○地域イノベーション基金

続いて発行されたのは 年の「すべてに機会を（ 」白書である。2001 Opportunity for All）

これは起業・技能・イノベーションをテーマにしており、科学とイノベーションが地域経

済成長に果たす役割の重要性について述べている。技能向上が最重要課題であり電子ビジ

ネスの促進やこれに向けた企業の環境整備が重点課題であるとしている。

（３）科学とイノベーション（技術戦略の策定）

年にはまた 明確な技術戦略とこれを裏付ける精神が発表されている これは 卓2001 、 。 「

越性と機会（ 」白書と呼ばれるものであり、以下の主要な テExcellence and Opportunity 3）

ーマが特定されている。

○科学基盤と新技術に対する投資の必要性

○科学および新技術をビジネスでのイノベーションに結びつける必要性

○これを実現するための透明で強力な枠組みの必要性

このテーマの実現のために白書では３つの目標を設定している。

○起業、イノベーションおよび生産性の向上

○英国の科学・工学・技術の最大限の活用

○公平性と持続性を促進する規制の枠組みの中で強力かつ競争的な市場の創出

また、この白書を受けて、貿易産業省内に新たな組織（技術・イノベーショングループ
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および知識移転戦略委員会）が設置された。同白書のポイントはつぎの通り。

白書全体の概要

○科学技術を医療、環境、犯罪防止など２１世紀に問題となる多様な分野の

解決手段として活用していく。

○英国の大学は、世界トップクラスの専門知識を強化し、研究成果の起業化

という新たな使命をを受入れ、未来の企業を育成しなければならない。

○政府は科学インフラと最先端研究に投資し、国民の才能を活用する機会を

提供するとともに、成果の産業化に向けた新たなインセンティブを導入する。

重点科学投資分野

・ゲノミクス、生物工学

・ｅーサイエンス（情報科学）

・ナノテクノロジー（材料科学、分子科学、マイクロ工学、医療電子）

・量子コンピュータ科学

・環境科学

さらに、上記白書を踏まえ、 年８月、貿易産業省は、科学・技術革新戦略2001

（ )を発表したところ、概要は以下の通り。2001 Science and Innovation Strategy2001

○起業化、技術革新の推進及び生産性の向上

（産学共同研究促進、宇宙産業等将来の有望産業技術開発支援等）

○科学技術の最大限の活用

（デュアルサポート強化、人材養成、知識移転推進等）

○公正かつ持続的な発展を確保する規制の枠組みで競争力のある市場を開発

（知的所有権管理、 インフラ整備、国内計量システム整備、技術標準開発支援等IT

（４）イノベーションへの投資強化

年の包括的歳出見直しにおいては科学技術に関する省庁横断的レビュー（クロス2002

・カッティング・レビュー）が実施された。この結果に基づき発表されたのが「科学・工

学・技術戦略」白書である。ここにおいて科学予算の抜本的な拡充が図られた。具体的に

、 （ ）は 年度予算までの 年間にこれまでの科学予算に加え 億ポンド 約 億円2005 3 12.5 2500

を投資することであり、具体的には以下の通り。

○施設整備に年 億ポンド5
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○研究会議予算の年５％増

○高等教育助成会議からの研究グラントの増額

○高等教育イノベーション基金を年 千万ポンドにまで拡充9

○ナノテクなど新興技術に対する投資を毎年 千万ポンド追加5

○ポストドクターに対する支援を強化

さらに、 年 月には 「イノベーションレポート」が発表された。これは、英国2003 12 、

が産業面で世界的な競争力を維持し、持続的な経済発展を続けるための、国内産業の技術

開発、Ｒ＆Ｄについての取組み指針を示したものである。この中では、英国産業が競争力

を持つために、グローバル社会に対応できるスピードが求められていると指摘するととも

に、科学的な発見が経済的価値のある商品、サービスにつながるような仕組みを作ること

を目指すという目標が掲げられている。これを達成するために取り組むべき施策として、

以下のものがあげられている。

○国主導によるスタートアップ企業と研究機関との共同研究、財政面での支援

○ＥＵの共同研究プログラムへの参加支援

○地域開発公社（ ｓ）における産学連携強化RDA

○知的所有権保護に関する指導者育成、特許侵害対策のための新たな指針づくり等

○製造業などの産業デザイン改善の重要性の啓発キャンペーン

○環境に配慮した新技術開発のための新たな環境規制づくり

（５）長期計画の策定

以上述べたように、 年の包括的歳出見直し開始以来、ブレア政権は科学技術への1998

投資を大幅に伸ばしてきているが、 年７月、貿易産業省、財務省及び教育雇用省の2004

連名により、今後10年間の英国の科学技術政策を方向付ける「科学・イノベーション投資

フレームワーク2004－2014」及び2004年「包括的歳出見直し」が発表され、科学技術関連

分野についてさらなる大幅な投資の増額がコミットされた。具体的には、貿易産業省（DT

I）及び教育技能省（DfES）の科学研究予算を包括的歳出見直し期間中（2005年度～2007

年度）平均年率5.8％で増加させ、2007年度予算を1997年度予算の２倍のレベルである50

億ポンド（約１兆円）にすることが決定した。また、今後10年間を見通して経済成長と連

動した歳出の増加をはかることにより、10年後の研究開発投資（官民あわせて）GDPの2.5

％（現在1.9％）を達成するというものになっている。

また、これら経費の配分は以下の方針の下実施される。
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○世界の研究拠点としての英国

・研究に関する総合的な順位（世界２位）を維持する。

・ナノテクノロジー、バイオテクノロジーへの支援強化

・気候変動研究に 億 千万ポンドの追加支出1 5

○経済・公共サービスに対応した政府研究資金の機動性

・エンドユーザーと密接に連携した研究会議のプログラム

・工学分野における技能向上に 千万ポンドの支出3

・技術戦略計画に 年間で 億ポンドの支出（初年度は再生可能エネルギー、バ3 3

イオプロセシングおよびナノテクに資金配分：産業界とのマッチングファンド）

・知識移転と商業化に向けた英国のパフォーマンス向上

○産業界の研究開発投資拡充

・対GDP比で1.7％を目指す（現在1.24％）

・産業界の研究開発強度及びイノベーションパフォーマンスに関して、米国及び

EU各国とのギャップを狭める。

○科学者及び技術者等の供給強化

・科学教師の質の向上、GCSE（統一テスト）における科学の成績向上

・16歳以降の高等教育における科学関連科目の選択の充実

・研究開発関連職業に就く質の高い生徒の割合の向上

・高等教育におけるマイノリティ及び女性の割合の向上

○大学・公共研究機関における研究の持続可能性確保と財政基盤の強化

○科学研究と革新的な応用に関する英国社会の信頼と理解増進

（６）ホライズン・スキャニングと技術予測（ ）Foresight

①技術予測

年の「科学・工学・技術」白書の目的を達成するため、 年に第１回の技術予1993 1994

測を行った。この予測作業は、 ～ 年の重要技術分野を選定し、科学技術投資の優先10 20

順位付けを行うため、材料、通信、エネルギーなど の産業セクター別にパネル会議を15

、 、 。設置し 課題程度の技術開発課題に関し デルファイ法による調査・評価を行った1000

この結果、 の優先課題を選定した。中でも遺伝子・生体分子工学、生体情報科学を最27

も実現可能性の高い優先分野として選定している。

第２回の技術予測作業は 年より開始されたが、デルファイ調査は実施せずに、パ1999

ネル会議（３テーマ、 産業セクター）における有識者の議論を重視した。パネルは、10

労働党政権が重視している高齢化社会、犯罪削減、教育などの分野を新たに加えており、

結果を基に生活の質の向上、社会経済の持続的発展に向けた諸施策に反映することとして

いる。
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さらに第３ラウンドが 年から開始された。これは従来の技術予測を大幅に改良し2002

たものであり、よりプロジェクト指向を強め、将来を予測するというより を進めるR&D

に当たっての選択肢を提示することを主目的としている。このため、特定の課題について

現時点の状況と経済社会に付加価値をいかにつけられるかということに力点を置いてい

る。最初のテーマは認知システム及び洪水と沿岸防護について、先端技術を用いた問題の

解決策を提示するために１年間の検討が行われ、将来計画が提示された。現在までに実施

されたプロジェクトは以下の通り。

○認知システム、洪水と沿岸防護（ 年）2002

○サイバー犯罪防止、電磁スペクトル（ 年）2003

○知的インフラシステム、感染症の検知・同定、脳科学・中毒と薬物（ 年）2004

②ホライズン・スキャニングセンターの設置

年 月には、これら技術予測をさらに発展させ、省庁横断的な優先度付けや戦略2004 11

を策定する際の基礎的データを提供するためのホライズン・スキャニングセンターが技術

予測部内に設置された。同センターでは スキャン及びΣスキャンと呼ばれる手法をS&T

用いて、科学技術における新たな流れ（新技術）とその影響（健康・安全・環境・倫理）

を分析し、研究開発投資を効果的に行うための基礎的データを科学技術庁をはじめ各省庁

等に対し提供することを任務とする。なお、各省庁毎のホライズン・スキャニングセンタ

ーはこれまでに、保健省、環境・食糧・農村省などに設置され、それぞれの省庁の任務の

遂行に資する研究開発（ 対策、 の高度化など）の技術課題抽出や戦略作りに役BSE NHS

立てられている。
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Ⅱ．英国の科学技術体制
１．行政機関

科学技術全般に関しては貿易産業大臣が責任を持ち、閣外大臣である科学技術政務次官

（センズベリー卿）が担当している。貿易産業省に所属する科学技術庁（ 、 年７OST 95

月内閣府から貿易産業省へ移管）が科学技術全般の総合推進を行っているが、著名な科学

者、技術者、産業人を擁し様々な助言を受けつつ、政策の立案・推進を図っている。

（１）科学技術庁（ ： ）OST Office of Science and Technology

① 設置

は、 年に教育科学省（ ）の科学部門と旧政OST 1992 Department of Education and Science

府主席科学顧問事務局（ ）を統合し、内閣府に設置さOffice of the Chief Scientific Adviser

れた。背景としては、科学界から、科学技術を国民に対し、プレイアップするとともに、

より科学技術行政を強力なものにすべきとの声を背景に設立されたものである。

その後、 年に出された科学技術白書に基づき、科学技術を英国産業の競争力強化に93

結びつけるとの考えの下、貿易産業省に移管され現在に至っている。

なお、 年に が内閣府に設置された時には、 年振りに科学技術専属の閣内大臣92 OST 30

が置かれたが、 が貿易産業省に移管されたことにより、２年間で閣外大臣に変更さOST

れた。

② 政府主席科学顧問

現在、 の長官は政府主席科学顧問（ )であるデビッド・キンOST Chief Scientific Adviser

グ（ 年 月就任）であり、首相に対する科学技術全般のアドバイザーの役割を担っ2000 10

ている。

Theまた、政府主席科学顧問は、各省庁の科学顧問等で構成される主席科学顧問会議（

)の議長を務め、各省庁の科学に関連する政策Committee of Departmental Chief Scientists

課題の情報集約、調整等を行っている。さらに、政府主席科学顧問は、狂牛病や口蹄疫問

題など政府が一丸として取り組むべき課題についても、適格に分析、評価し、首相に具体

的な対策をアドバイスすることが求められている。

③ の役割OST

は科学技術に関する政府部内の全体調整、科学技術基盤に関する政策の立案、予OST

算の調整、 との研究開発政策の調整、フォーサイトによる国の政策の優先順位の決定EU

及び８つの研究会議の総括等を担っている。また、 は大学と産業界の研究協力を促OST

進、援助する任務も担っている。

の所掌事務OST

○技術予測及び産業界と政府の科学・工学・技術基盤の協力強化を配慮して、国の
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将来ニーズに合致する公的助成により、英国の科学・工学・技術を向上させること。

○教育・訓練により高度な研究者の養成を図り、英国の科学・工学・技術を維持す

ること。

○科学・工学・技術に対する国民の認識と理解の増進を図ること。

○英国の目的と合致する範囲で、欧州及び国際的な協力の効果を最大限にすること。

○省際的な科学・工学・技術の課題を効果的に処理するために政府省庁間の協力を

推進すること。

なお、 の組織は大きく分け、省庁間科学技術調整グループ（ ）と科学技術OST TDSTG

基盤グループ（ ）及びフォーサイト・グループの３つに分かれている。SEBG

科学技術

政務次官

長官：政府主席科学顧問OST

研究会議担当局長

（省庁間科学技術調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ) （ （科学技術基盤グループ）フォーサイトグループ）

・各省大臣への助言 技術予測 ・研究人材の質の向上

・産業界との連携方策の策定 ・優先課題の設 ・基礎、戦略研究

・国際協力の推進 定 ・英国外の科学技術動向

・政策、規制面での各省への ・研究会議の効率化

公的機関での科学技術知見の効率的活用方策支援 ・

・科学技術への国民参加 各研究会議 ・科学技術指標の収集分析

さらに、 では 「イノベーションへの投資」白書の提言に基づき、各省が科学技術OST 、

研究の結果を政策立案にどの程度活用しているか分析し、指標化するとともにベストプラ

クティスを紹介するためのレビューチームを設置した（ 年 月 。第一弾として、文2003 6 ）

化・メディア・スポーツ省が対象となり、 年秋にその結果が公表された。現在は健2004

（ ） （ ） 。康・安全執行機関 及び環境・食糧・農村省 がレビューを受けているHSE DEFRA

（２）研究会議
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①研究会議設立の経緯

研究会議は、第１次世界大戦中に英国の科学技術を再度立て直すべきとの産業界及び科

1915 the Department of学界からの声を背景に、 年に設立された科学産業研究局（

)が前身である。その後、 年に出されたハルデン卿の報Scientificand Industrial Research 18

告書に基づき 年に医学研究会議（ ）が、設立されたのをはじめに 年までに４20 MRC 65

つの研究会議が設立された。当時の研究会議は、特定の省庁の利害に拘わらず、基礎研究

を推進するとともに研究者を育成するとの観点から、枢密院に置かれていたが、 年の65

科学技術法（ )により授権された枢密院令（ )にScience and Technology Act Order in Council

基づき、非政府公的機関として再生した。

②政府と研究会議の関係

上記のハルデン報告書においては、各省庁の特定用途の研究とどの省庁にも共通的に活

用すべき基盤的研究は分けるべきであり、前者の研究は個別省庁が担当し、後者の研究は

OST OST研究会議が担当すべきとされた 現在 ８つの研究会議は の所管になっており。 、 、

から予算の配分を受けることになっているが、政府組織である は、大局的な観点かOST

ら戦略的に推進すべき研究分野に対し、どの研究会議にどの程度の資金を配分をするかの

大枠を決めるだけで、個別研究課題にどの程度の予算を配分するかなどの詳細は、全て研

究会議に委ねられている。また、研究会議の運営は各評議会のカウンシルの決定に委ねら

Corporate Plan Businessれているが 各評議会が策定する中長期計画 及び年次事業計画、 （ ） （

）については、 の合意が必要であり、年次報告（ ）も に届けPlan OST Annual Report OST

ることが義務づけられている。なお、 年の労働党政権発足以降、 は、研究会議に97 OST

対し、投資結果が英国の競争力の向上にどの程度貢献するか或いはしたかを示す成果指標

（ )の提出を義務づけており、コストパフォーマンスを重Output and Performance Indicators

。 （ ）視した運営を重視している さらに研究会議においては５年に一度の業績評価 機関評価

を行うことが求められている。

③研究会議の現状

現在は、工学・自然科学研究会議（ 、素粒子物理・天文研究会議（ 、EPSRC PPARC） ）

バイオテクノロジー・生物化学研究会議（ 、医学研究会議（ 、自然環境研BBSRC MRC） ）

究会議（ 、経済・社会科学研究会議（ 、中央研究所研究会議（ ）及NERC ESRC CCLRC） ）

び人文社会研究会議（ ）の８つの研究会議があり、具体的には、以下のシステムでAHRC

研究活動を促進している。なお、 の研究会議担当局長（ ）は、各研究会OST Keith O'nion

議の利益が最大限に確保され、最も効果的に目的が達成されるよう各研究会議の予算配分

を行い科学技術大臣にアドバイスすることになっている。

また、学際的な研究領域が増加することに伴い、研究会議が共通的な戦略やフレームワ

、 。ークに従って活動する必要性が高まったことに伴い 年５月に が設立された2002 RCUK
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これは の研究会議担当局長を議長とし、８つの研究会議会長をメンバーとして毎月OST

会合を持ち、研究・訓練・知識移転戦略についての議論を行うとともに、 と各研究OST

会議のリエゾンを務める。

研究会議の主な活動

○各々の研究会議の付属研究施設での研究

○大学、高等教育研究機関及び研究ユニットへの競争的資金の提供と研究契約

○基礎、戦略的及び応用研究プログラムを推進するための研究施設の提供や技術的

援助

○科学技術の普及啓発活動

○国際科学技術研究機関への出資

④研究会議のファンディングシステム

各研究会議が大学等を対象にした競争的資金には幾つかのプログラムがあり、各研究会

議が設定した特定領域プログラムの公募制度（ )や研究者の興味にThematic Research Grant

基づく「ブルースカイ」研究( )など多岐に渡る。なお、研究会Responseive Research Grant

議所管の研究所は、評議会からの資金提供に加え、各省庁からの契約に基づく資金供給が

あり、また、英国の大学に対しては、大きく分けて研究会議と高等教育助成会議（ＨＥＦ

Ｃ）の二つの資金供給源がある。このため、英国の大学、研究機関は完全なマルチファン

ディングが定着しているといえる。

（大学に対するファンディングルート）

教育技能省 科学技術庁 その他省庁

ＨＥＦＣ 研究会議

大 学

チャリティー 産業界 ＥＵ
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（研究会議所管研究所のファンディングルート）

科学技術庁 その他省庁

研究会議

研究費 運営費 契約研究

所管研究所

委託研究

チャリティー 産業界 ＥＵ

⑤研究会議の研究評価

また、研究会議が行う研究評価は、当該研究が英国経済の繁栄及び生活の質の向上に資

するものであるかを徹底的に評価することとしている。各研究会議でグラントの評価方法

は違いがあるものの、概ね次のような特色がある。

○幅広い観点から評価を行うため、産業界（成果の産業界への反映 、若手研究者長老）

支配の打破 、外国人研究者（世界的な視点 、公務員（研究の社会への還元）など他） ）

分野の審査委員で構成される審査パネルを設置。

○事前審査は、通常２段階で行われており、１次審査は申請者から提案された研究の

アウトラインを専門家が書類審査を行う場合が多い。その際には、研究の先見性、研

究の達成見込みを中心に採択が決まる。第２次審査は、研究会議のプログラムマネー

ジャー（ ）が指名した審査パネルからの審査員（複数名）と申請者が指名した１名PM

で行われ、評価結果は に送られ、最終的な採用、不採用の決定はＰＭの判断に委PM

。 、 、 。ねられる なお ２次審査は 評価基準を基に１～ 点法或いは５点法で評点される10

○評価基準は、英国経済及び生活の質の向上への貢献、科学的価値、研究会議の戦略

との合致、潜在的なユーザーとの関連、費用対効果、将来性等である。

○審査結果（不合格理由）は申請者に送付される。なお、大型研究グラントの場合

審査結果を出す前に申請者との間で頻繁にコメントのやりとりが行われる。

、 、○各評議会は採択された研究者に対し 進捗状況の報告を求める権利を有しているが
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研究者の研究の妨げになることを避けるため、中間評価は行っておらず、最終的な結

果の評価に重点を置いている。

○助成を受けた研究者は、グラント終了後３ヶ月以内に所定の様式により成果報告を

提出することが義務づけられている。評議会は提出を受けた成果報告書を基に、評価

委員会による事後評価を行う。事後評価では、論文数、特許出願数などの数値の他、

研究成果の質、応用展開の可能性、英国経済への波及の有無などを評価し、段階評価

（７段階或いは５段階）がなされ、その結果がその後の研究費の助成に直接影響する

仕組みになっている。

⑥研究会議の体制

各評議会によって組織体制は多少異なるものの、評議会の意志決定は、学識経験者、産

業界等から貿易産業大臣が任命する 名前後の委員で構成されるカウンシル（ ）15 Council

で行われる。カウンシルの議長は、非常勤の会長（ ）であり、副議長は研究会議Chairman

の実質的な最高責任者（ ）が努める。カウンシルでは、事業計画や中長期Chief Executive

計画の検討、承認など基本的な運営方針を決めることになっており、通常年数回開催され

ている。

（３）科学技術会議（ ）CST :The Council for Science and Technology

年に設立された科学技術会議は首相により任命された産業界、学術界及び政府の専93

門家から構成され、科学技術政策に関する首相の重要な諮問機関である。メンバーは、政

18府主席科学顧問 兼科学技術庁長官 及び学識経験者を共同議長に産学の代表者で構成（ ） （

名）されており、 の検討結果、勧告等は首相の代行者として議長になっている貿易CST

産業大臣を通じ、首相に提出されることとなっている。なお、事務局は が担っていOST

る。 なお、勧告をより戦略的に行うために のマンデートは 年３月に以下のよCST 2004

うに見直された。

ＣＳＴのマンデート

○英国の科学・工学・技術の維持と発展及び国際協力の推進

○英国文化としての科学・技術・工学の認識と実践の涵養

○科学・工学・技術教育の推進

○政府サービスの提供に当たって科学的アドバイスの効果的な活用

○ビジネス及び公共部門におけるイノベーションの促進
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ＣＳＴの構成員

共同議長 政府主席科学顧問Prof David King

共同議長 ケンブリッジ大臨床医学部長Sir Keith Peters

ブリストル大学副学長（分子遺伝学）Prof Sir John Beringer

エジンバラ大副学長（地理鉱物学）Prof Geoffrey Boulton

キール大副学長（社会学 ）Prof Janet Finch ）

社会長（エネルギー産業）Mr Andrew Gould Schlumberger

サザンプトン大教授（コンピューティング）Prof Wendy Hall

共同設立者Dr Hermann Hauser Amadeus Capital Partners

オックスフォード大教授（経済学）Dr Dieter Helm

ケンブリッジ大教授（経営学）Prof Alan Hughes

技術担当役員Dr Sue Ion BNFL

リーガル＆ジェネラル社会長Dr Rob Margaretts

ロックフェラー大学長（ノーベル賞受賞）Sir Paul Nurse

ケンブッリジ大教授（物理学）Sir Keith Peters

社会長Dr Raj Rajagopal BOC Edwards

バーミンガム大副学長（電子工学）Prof Michael Sterling

ブリストル大教授（科学技術と社会）Prof Kathy Sykes

ウェルカムトラスト会長Dr Mark Walport

（４）閣僚委員会等

①科学・イノベーション閣僚委員会（ ）Ministerial Commitee on Science and Innovation

科学・イノベーション・富の創出に関する政府の施策実行を監督するための委員会で

あり、内閣府が事務局をつとめる。貿易産業大臣を議長として、関係閣僚 名から構成16

される。

Ministerial Group on Innovation in②知識経済におけるイノベーション閣僚グループ（

)Knowledge Economy

年 月、イノベーションレポートの発行を踏まえ、政府部内のイノベーション政2003 12

策を推進するための閣僚会合が創設された。議長は貿易産業大臣であり、年に２回程度開

催し、結果を内閣府の に報告することが求められていEconomic Affairs Policy Committee

る。

②科学政策閣僚委員会（ ）SCI
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科学の発展と公衆受容の関係に関する政府の施策を検討するために設置された閣僚委員

会。貿易産業大臣が議長（ 年は設置されず 。部会としてバイオテクノロジー部会2005 。）

を設置。遺伝子組替物（ ）等について議論を行った。GMO

（５）政府の科学技術関連諮問機関・調整機関

①ヒトゲノム委員会（ )Human Genetic Commission;HGC

年に英国政府が行った「バイオテクノロジーの規制及び諮問の枠組みのレビュー 」99

、 。の結果として ヒトゲノムの研究に関する各省大臣への諮問・勧告機関として設置された

具体的には、ヒトゲノムに関する将来の研究ポテンシャルを見据えた社会的、倫理的側面

から各省大臣に提言することを主な任務としている。

Agriculture and Environment Biotechnology②農業・環境バイオテクノロジー委員会（

)Commission

遺伝子組替物（ ）など農業及び環境に影響を与えるバイオテクノロジー問題に関GMO

し、戦略的な提言をする政府の独立諮問機関として 年に設立。2000

The Inter-Agency Committee on Marine Science and③海洋科学技術省庁間委員会（

)Technology:IACMST

海洋科学技術に関する各省庁の研究開発活動の調整、レビューを行う委員会で、総括事

務はサザンプトン海洋学センターが行っている。

２．公的研究機関

英国の研究開発は、大きく分けて民間、大学、各省庁所管研究機関、研究会議所管研究

機関で行われていると言えるが、この章では、サッチャー政権以降、エージェンシー化が

図られ、大きく変動した各省庁所管の国立研究機関のこれまでの動きについて記すことと

する。サッチャー政権のエージェンシー化については、各省庁のスリム化、効率化を目的

に政策部門と実施部門に分け、実施部門をエージェンシー化しているが、多くの国立研究

機関もエージェンシー化されてきた。

、 （ 、エージェンシー化された国立研究機関は 独自の中長期計画 )を策定しCorporate Plan

所管大臣の承認を受ける必要があるが、個々の事業については、公募により選ばれた長の

裁量に委ねられている。また、予算の面においては、所管省庁と研究機関の間は、契約に

より事業運営費、研究費が配分されることになるが、研究機関は契約が成立すれば、費目

の区分に捕らわれず自由な執行が認められている。

ただし、各エージェンシーは、５年ごとに業績評価を行い、組織体制が最善のものであ

ること、エージェンシーとしての研究機能がユーザー等から求められていること等を実証
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し、存続の必要性を所管省庁に認めてもらう必要がある。さらに、所管省庁は、当該エー

ジェンシーの有する公的サービスが必要不可欠であること、エージェンシーが商業的役割

がなく、民営化や契約打ち切りが不適当であることを政府内で了解を取る必要がある。

なお、この 年間に幾つかの民営化、契約打切りがなされているが、民営化されたエ10

、 、 、ージェンシーについては 研究能力が高く かつ商業価値があると判断された結果であり

契約打切りについては、研究能力は高いものの事業運営の効率性の向上が必要なものが対

象になっている。今後も、各省庁所管の研究機関或いは研究会議所管研究所の民営化が進

むものと思われるが、その際、多くの土地や建物などの資産を有する大学がその受け皿に

なるものと期待されている。

（１）民営化された事例

① 政府化学研究所（ ）the Laboratory of the Government Chemist:LGC

は、貿易産業省（ ）所管のエージェンシーであったが、 は、 年に当初LGC DTI DTI 94

の事業計画が完了したことを理由にＬＧＣとの契約の打ち切りを発表し、

（ 「 」96 the Royal Society of Chemistry 3i年４月に王立化学協会 )とベンチャーキャピタル会社

のコンソーシアムに売却した。 は、当時、化学の基礎研究において英国をリードしLCG

DTIた研究機関であり、分子生物学の研究でも実績を上げつつあったところであったが、

は、 を民営化しても十分に事業が成り立つと判断して民営化に踏み切った。LGC

② 建築研究所（ )the Building Research Establishment:BRE

環境省所管の研究所で、建築技術の研究や防災、防火技術の研究を行っていたが、非営利

法人である （主要企業 社で構成される法人）the Foundation for the Built Environment 100

に 百万ポンドで売却された。17

③ 海外開発庁国立研究所（ ＮＲＩ）the National Research Institute:

は、開発途上国の農林水産資源、自然の維持に関する研究を行ってきた研究所であNRI

るが、 年に所管の海外開発庁からグリニッジ大学、エジンバラ大学、インペリアルカ96

レッジ等で設立されたベンチャー企業に売却された。

Ltd④ 技術移転・イノベーション

年設立、もともと貿易産業省の企業指導局（ ）が民営2002 Teaching Company Directorate

化されたもので、産学連携プログラムのマネジメントを行っている。具体的には、

・知識移転パートナーシップ（ ：企業における一年間の就業体験等）KTP

・ハイランド・島嶼部産学パートナーシップ

・ （北アイルランドの産学連携促進）FUSION
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・国際配置体験（中小企業従業員の海外派遣や招へい）

の運営を実施。

（２） （民間への運営委託）GOCO

① 国立物理研究所（ ）the National Physics Laboratory:NPL

も 所管のエージェンシーで、国立測定標準のサービスを行っていたため、事NPL DTI

業効率が悪く完全民営化は困難と言われていたが、 年に は との契約を打切っ95 DTI NPL

た後、入札にかけ、落札した 社の子会社の に運営を委ねた。SERCO NPLManagement Ltd

ただし、運営形態は、 の場合と異なり、 の財産は、 所有のままとし、研究LGC NPL DTI

機材、土地、建物はリース契約とすることとなっている。職員は、就業条件を従来と同じ

とした上で契約者である 社に移管した。運営経費は、 と同社との契約で５年SERCO DTI

間にわたり 百万ポンドが支払われることになっている。 なお、 は、 の長期32 DTI NPL

Royal Society Royal的な能力維持を重視し、そのためのセーフガードとして、 及び

、Academy of Engineeringの代表者で構成される委員会に活動をモニターしてもらっており

その報告書は に提出されることになっている。DTI
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３．英国の科学技術支援機関

英国には、科学技術の普及、研究の資金的支援、研究者の国際交流などを支える非政府

機関が多数存在しており、これらの機関により英国の科学技術の底上げがなされていると

言える。

○王立協会（ )Royal Society

年に設立された英国を代表する科学アカデミーであり、多くの会員は各科学分野1660

の重鎮であり、政府に対し大所高所から幅広い提言をしている。また、王立協会は様々な

国際研究プロジェクトに参画するとともに、国際的な研究者交流の窓口にもなっている。

なお、予算の８割は政府から提供されており、残りは民間から出資されている。

具体的な業務は、研究者に対する奨学金制度、科学技術に対する理解の増進、国際研究

者交流等である。

○王立研究所（ ）Royal Institution

年に科学研究の拠点として設立され、これまでにマイケル・ファラデーなど多数1799

の世界的な科学者を輩出している。また、王立研究所は、 年以降、年に約 回金曜1825 20

日の夜に世界的な科学者を招待（ 年５月に飯島澄男ＮＥＣ主席研究員、 年 月1997 2000 10

には日本より伊藤正男博士を招聘）し、難解な学術分野を簡易な装置を使い一般の聴衆に

も理解できるような講演会「金曜講話」を開くなど科学技術の理解増進活動にも力を入れ

ている。

○英国科学振興協会（ ）BAAS

年に設立され、研究者と一般の市民がふれあうフェスティバルを毎年開催。1831

このフェスティバルでは、最新の科学論文が発表され、各界の関心を集めている。

○英国工学アカデミー

年に各種の工学アカデミーの総本山として設立され、英国の技術レベルの発展の1976

ためのシンポジウム、展示会等を開催。

○科学普及委員会（ ）COPUS

年に王立協会、王立研究所、 により設立され、科学技術理解増進のための1986 BAAS

プログラムを実施しており、毎年、一般市民を対象とした科学書物の著者に賞を授与して

いる。

○科学技術女性協会（ )The Association for Women in Science and Technology

科学技術活動における女性の参加機会の増進を図ることを目的としており、優れた研究

成果をあげた女性研究に対する表彰などのほか、政府、議会に対し、女性科学者の積極的
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な活用を図るなどの政策提言をし、国政に反映させている。

○科学技術・芸術国家基金（ ）NESTA

イノベーションの促進を図るとともに、創造性豊かな研究者を育成することを目的に

年、国家宝くじ法に基づき設置された。主な活動は２億ポンドの基金の運用益を用1998

い、革新的な発明やイノベーション計画及び国民の科学技術に関する理解を増進するプロ

グラムに助成するとともに、創造性豊かな研究者、芸術家を育成するためのフェローシッ

プ計画を助成している。

○ウェルカムトラスト（ )Wellcome Trust

年に設立された英国最大の医学研究支援団体であり、臨床研究や生物医学分野の1936

基礎研究への支援を実施している。また、熱帯医学や薬学史にも力を入れている。近年は

政府との連携が強化され、ヒトゲノム計画でも中心的な役割を果たすとともに、施設整備

のための科学研究投資基金（ ）への貢献も行っている。年間 億円程度の研究助SRIF 500

成を行っている（運用資産は約 億ポンド（ 兆円 。100 2 ））

UK○キャンサーリサーチ

インペリアルキャンサーリサーチ基金（ ）とキャンサーリサーチキャンペーンがICRF

年に統合し設立された。がんのメカニズムについて遺伝学・細胞生物学な観点から2002

究明するための研究を支援するとともに、がん人口動態調査も実施している。毎年 名500

程度の研究リーダを支援しており、英国最大のがん研究支援組織。

○ナフィールド財団( )Nuffield Foundation

教育・科学・健康等の分野における研究開発を支援するために 年に設置された財1943

団。ライフサイエンス関係で有名なのはナフィールド生命倫理委員会。この委員会の検討

結果が政府に勧告され、クローン研究政策の動向に影響を与えている。
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Ⅲ．英国の科学技術予算

１．英国の科学技術投資の現況

年に発表された科学技術統計によると、 年の官民含めた研究開発投資は、2003 2002-03

億 百万ポンド（１ポンド 円換算で約３兆９千億円：前年度投資総額は、 億195 67 200 190

百万ポンド）で、対前年度約 ％の増額となっている。また、そのうちの約 億ポ96 2.5 100

ンドが民間（ウエルカムトラスト等の非営利慈善団体含む）からの投資である。また、対

ＧＤＰ比は、 であり、前年より ％増加しているが、日、米、仏、独のように２1.85 0.01

％を越えている国と比較し、依然として低い水準にあると言える。

13 144なお、投資総額の ％は、国防関係の研究開発費であり、民生研究開発の総額は

（ ） 。億 百万ポンド 前年 億７百万ポンド で対前年度 ％の高い伸びとなっている47 132 8.9

英国の具体的な研究開発投資の内訳はつぎの通り。

（単位：百万ポンド）

投 資 （）は前年 実 施

政府 ５，２６７ ( ） １，４６３ ( ）4,832 1,411

うち、各省庁 ２，１７７（ ） ７７０ （ ）2,440 746

高等教育助成評議会 １，６２６（ ） －－1,474

研究会議 １，４６４（ ） ６９３ （ ）1,358 665

大学等高等教育機関 １９６（ ） ４，３７８ ( ）177 3,989

民間企業 ９，１３８（ ） １１，４６１ ( ）8,740 10,513

非営利団体 ９６３（ ） ２９０ ( ）888 269

海外 ４，００３（ ）3,392

合 計 １９ ５６７ ( １９，５６７ ( ）， ）18,469 18,469

52 67 2001-02 52 72上記のうち 政府の民生用研究開発投資は 億 百万ポンド 年は 億、 、 （ 、

百万ポンド）で、対前年度ほぼ同額となっている。

、 、 、なお 年実績における政府の分野別の研究開発投資は 約 ％が国防関係であり2002 33

つぎに多いのが健康・医療分野の ％となっている。日本では、健康・医療分野の投資13

は ％であるのに対し、英国が健康・医療分野に積極的な投資をしていることがうかが3.9

える。なお、日本のエネルギー関係の投資が ％を占めているのに比べ英国では ％17 0.5

に過ぎない。
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２．政府の科学技術予算

（１）労働党政権の予算編成方式

労働党政権発足以降、英国の予算編成は３年間の支出額を確定し、その後、総合的な支

出見直しを実施する方式を採用している。これにより、３年間の柔軟な歳出を可能とした

ため、研究開発の効果的な実施に資することになった。前述の科学・イノベーション投資

フレームワークを踏まえた今後の政府予算の大まかな枠組みは以下の通り。

３年間の科学技術基盤予算 （単位：百万ﾎﾟﾝﾄﾞ）

2005-06 2006-07 2007-08科学技術予算

2,432 2,638 2,792研究会議

91 104 109知識移転

HEIF 69 83 85うち高等教育技術革新（ ）

22 13 16公共研究機関知識移転

0 8 8研究会議知識移転

持続可能性

SRIF 300 300 300うち科学研究投資基金（ ）

0 120 0総経済コスト見合い

45 60 105研究施設整備

52 62 72学協会等助成

8 10 11科学と社会

38 60 63その他

科学予算合計 ３，０８７ ３，２３５ ３，４５２
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２００２－２００３年の英国政府科学技術予算全体

（ 年発行の科学・工学・技術統計より）2002

（百万ポンド）

科学技術基盤予算

（科学技術庁及び傘下の研究会議予算等） １，９４７

高等教育助成評議会の科学技術関連予算 １，６２６

各省庁民生科学技術予算

・ （環境・食糧・農村省） ２３２DEFRA

・ （教育技能省） ９３DfES

・ （副首相府） ２７ODPM

・ （運輸省） ５３DfT

・ （保健省） ５１５DH

うち （国民保健サービス） （４６１）NHS

・ （内務省） ５８HO

・ （国際開発省） １９３DFID

・ （貿易産業省） ４０９DTI

等

小 計 ２，０４３

民生科学技術予算合計 ５，６１７

・ （国防省） ２，７３４MOD

合計 ８，３５１
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英国の産業別研究開発投資の割合（ 年分：ＯＥＣＤ統計）2002

要修正

英国 米 仏 独 日

10.4 14.9 7.0 7.2医薬品 ２７．２

12.0 13.6 9.1 ---航空・宇宙 １２．６

12.3 14.1 25.9 14.0自動車 １１．１

21.6 15.0 12.1 26.4通信・電子 ９．４

7.6 7.4 13.1 9.7化学工業（医薬品除く） ８．４

---- ---- 11.8 8.5機械 ７．８

その他 ２３．６
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Ⅳ．科学技術系人材

１．英国の理科教育

科学技術に関連する人材の育成は、科学技術振興のために最も重要な基盤であり、英国

。 、 、 、においても初等中等教育における理科・数学教育を重視している このため 英語 数学

理科の３科目を主要教科（コア・サブジェクト）とし、数学、理科に十分な時間を割くよ

うにしている。また、初等教育課程では、校長の裁量で生徒を科学館や博物館見学等に積

極的に時間を割いている （英国の教育制度は日本のような学習指導要領はなく、授業時。

間数や教育内容も政府の定めた目安があるだけであり、校長の裁量権が広いと言える）

また、中等課程では、各学校の判断で副教材として複数の原子力資料（英国原子力産業会

議発行）をはじめ 、生命倫理問題などクリティカルな問題について、非政府機関がGMO

作成した資料を取り入れている。

小学４年、中学２年次の数学、理科を楽しいと思う生徒の割合

小学校４年生 中学校２年生

算数 理科 数学 理科

英国 ７０％ ６８％ ５３％ ６９％

日本 ６５％ ８１％ ３９％ ５９％

＊上記パーセンテージは、 年 統計で「強くそう思う 「そう思う」と答え2003 TIMMS 」、

た割合の合計

数学的・科学的リテラシーの順位（対象 歳）15

数学的リテラシー 科学的リテラシー

英国 ９ ５

日本 ２ ２

＊ 年 調査より（調査対象国 か国内の順位）2000 PISA 40
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２．科学技術系人材の状況

年の科学技術統計によると、 － 年における研究開発の従事者数は、 万2004 2002 03 19

16 80７千人 大学除く で そのうち 企業で働く研究開発従事者は 万７千人で全体の（ ） 、 、 、

％以上を占めている。なお、同統計で掲載されている － 年の大学のフルタイム研2002 03

究者（研究専従者及び教育・研究従事者）の人数は、約８万８千人となっている。

具体的な内訳は以下の通り。

（単位：千人）

企業 研究会議 各省庁 非営利団体 大学 合計

研究者 １０５ ５ ４ ５ ８８ ２０７

技術者 ３０ ３ ３ ２ －－

管理・事務等 ３２ ３ ３ ３ －－

合計 １６７ １１ １０ １０

、 、 、 。また － 年の英国政府雇用の研究開発人材は 人で 内訳は以下の通り2002 03 21,271

研究会議 １１，２４６人

各省庁 ６，４８９人

国防省 ３，５３６人

さらに、 年以降の研究開発人材の推移を下記に示すが、企業における技術者及び1986

研究開発の管理・事務者の人数が大幅に減少していた傾向に歯止めがかかるとともに研究

者の採用が大幅に増え、政府系研究機関（一部は民営化により企業研究者数にカウント）

の研究者数減を補い、現在では 年時点の水準にまで戻している。1990

1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002

企業 １８１ １５３ １５２ １５０ １４２ １４８ １４５ １６７

政府 ３７ ３７ ３８ ３２ ２８ ２９ ３０ ２２

非営利 ６ ７ ６ ７ ５ ６ ８ ９

合計 ２２４ １９７ １９６ １８９ １７５ １８３ １８３ １９８

（１）大学院における科学技術系研究人材

年科学技術統計によると － 年に博士課程（理工学系）を修了した研究者2004 2002 03



- 26 -

は、約１万１千人(うち、女性は約５千人）で、そのうち、海外の大学で博士課程を修了

した者が約４千人となっている。

なお、女性の博士課程修了者は、 年と比較すると２倍以上に増えている。94

また、学士後に上位学位課程を修了した理工系人材は、 年においては、 年時2002 1994

点と比べ ％の増加になっている。69

過去の上級学位（理工系）課程修了者数の推移 （人）

1994/1995 1998/1999 2000/2001 2001/2002 2002/2003

7,050 10,444 10,735 10,805 11,285博士課程

20,852 29,282 32,950 34,020 36,425修士課程

7,727 10,962 11,540 13,180 12,655その他

35,629 50,688 55,255 58,005 60,365合 計

＊上記表の「その他」は、 と呼ばれる資格課程で、学士取得後、一定Diploma,Certificate

年限、特定の修業をした者に授与される資格である。

過去の博士課程修了者数の推移 （人）

1994/1995 1998/1999 2000/2001 2001/2002 2002/2003

5,014 6,753 6,680 6,510 6,775男性

2,036 3,691 4,055 4,295 4,510女性

7,050 10,444 10,735 10,805 11,285合計

過去の修士課程修了者数の推移 （人）

1994/1995 1998/1999 2000/2001 2001/2002 2002/2003

13,129 16,676 18,125 18,480 19,605男性

7,723 12,605 14,825 15,540 16,820女性

20,852 29,282 32,950 34,020 36,425合計

（２）上級学位取得者の研究専攻分野

年科学技術統計によると 年の国内上級学位取得者（理工系）の専攻分野2004 2002-03

の傾向は以下の通り。数年前と比較してバイオ関係学部の修士取得者数に大きな伸びが見

、 。られる一方で 物理や数学といった理学系の上級学位取得者が大きく減少する傾向にある

博士課程 修士課程 その他 合 計

医歯学 １０８５ １０２０ ５１５ ２６２０, , ,
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薬学 ６４０ ２５００ ３２４０ ６３８０, , ,

バイオ科学 １８１０ ２８３０ ６６０ ５３００, , ,

獣医学 ４５ ２０ ５ ７０

農業化学 １１０ ４３０ ７０ ６１０

物理学・化学 １５２５ １８４５ ２７０ ３６４０, , ,

数学 ２０５ ４６０ １２０ ７８５

コンピューター科学 １８０ ３６１５ １２３０ ５０２５, , ,

工学・技術 ９２０ ２４００ ６５５ ３９７５, ,

（３）博士課程（理工系）修了者の就職状況

①就職分野別： 年実績2002-03

大学等教育機関 ４２％

ヘルス・ソーシャルワーク １８％

製造業 １２％

企業 部門 ８％R&D

不動産開発等ビジネス活動 ８％

財務・商業 １％

その他 １１％

②雇用形態別： 年実績2002-03

フルタイム雇用 ７９％

パートタイム雇用 ３％

無給雇用・ボランティア ０．５％

学業継続 ３％

非雇用 ３％

その他 ０．５％

３．人材育成施策

① ロバーツレビュー（ ）SET for Success

年にロバーツ卿（オックスフォード大 カレッジ学長）により発行された2002 Wolfson

科学系人材供給を増加させるための環境整備に政府がとるべき施策を勧告したもの（科学

教師の訓練と採用の改善、科学教育課程の見直し、高等教育機関における教育施設への投

資、大学スタッフの採用改善等 。このレビューを受けて政府は様々な施策を打ち出して）

いる。 年末現在で実行されている施策は以下の通り。2003
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○科学学習センターの設置（理科教師の生涯教育）

○大学等の科学教育施設整備に 百万ポンド支出60

○科学教師の採用増（ 年度は前年度より ％増）2003 10

○科学教育カリキュラム改善

・キーステージ４（ ～ 才）のカリキュラムの柔軟度が上がり、 や の15 16 GM MMR

話題などを盛り込みやすくなった。

・キーステージ３（ ～ 才）の理科の成績が毎年向上12 14

GCSE 14 21・ 才までの到達度確認テスト に新たな科学関連科目を新設 応用科学（ ） （ 、

世紀の科学）

○ 学生及びポスドク研究者への支援PhD

に対する支援を年額 ポンドに増額（ 年度）及びポスドク給与を年PhD 12,000 2005

額 ポンド増額。4,000

○アカデミックフェロー制度創設（後述）

○教育フェローシップ制度創設

優秀な科学教師に対する給与上積みとして総額 百万ポンド（ 億円）を措置36 72

（参考）アカデミックフェローシップ

年の「成功のための科学・技術・工学」白書において、契約制研究者を巡る諸問2002

題が議論され、魅力ある研究環境作りと新たなポストの創設を求め、フェローシップ制度

の創設が提言された。さらに、これに続くイノベーション白書において毎年 名（５年200

間の契約）のフェローシップの創設が発表された。具体的には、高等教育研究機関がフェ

ローを指名し、そのフェロー一人あたり、５年間で 万５千ポンド（約 万円）を12 2,500

2004支給するというものである。資金は相当程度の柔軟性をもって使用できる。初年度（

年）には 大学において約 名のフェローが選ばれた。最終的には 名のフェロ73 400 1,000

ーが選出される予定。
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Ⅴ英国の科学技術の活動状況.

１．個別分野の政策・活動状況

（１）生命科学（ライフサイエンス・バイオテクノロジー）

英国のバイオテクノロジー、医薬分野の研究開発は、米国と並び世界の最先端を進んで

いる。このように英国を生命科学分野の世界的なリーディングカントリーにしている背景

としては、世界的な英国の医薬メーカーが最先端設備を備えた大学、公的研究機関

と連携し、研究成果の産業化に努めていること、ウェルカムトラストのような慈善団体が

医学研究に積極的に投資し、政府の投資を補っていること、更に、タンパク質工学、遺伝

学など生命科学の分野で優れた業績をあげている世界的な研究者が多数存在し、国際的な

研究ネットワーク作りに努めていること等があげられる。ただし、最近では、動物愛護団

体による生物科学系企業に対する脅迫行為が社会問題化したり、実験動物使用に関する政

府の許認可（内務省）が厳しく、許可が下りるまでに数ヶ月の時間を要し、研究開発に支

障がでるなどの問題が表面化しており、英国の生命科学研究の陰になっている点が注目さ

れる。

① バイオテクノロジー政策

国際ヒトゲノム解析計画の終了に先立つ 年８月と 月にポスト・ゲノムのみなら1999 12

ず生命科学、バイオテクノロジー全般を俯瞰した戦略を記した二つの政府報告書が発表さ

れている。これらの報告書は、バイオテクノロジーを英国の基軸産業として育成するため

に必要な研究開発基盤、大学教育基盤の整備、制度改革等を一連の戦略としてまとめてい

る。概要は以下のとおり。

バイオテクノロジー・クラスターのポイント

○科学技術庁等において、知的財産権のレビューを行うなど科学基盤の強化を図る。

○産学連携を強化するとともに、ベンチャーキャピタリストと協力し、ＭＩＴのよう

な学生起業家、学生ビジネスの促進を図る。

○地域のバイオテクノロジー企業、研究所間の情報ネットワークを構築する。

○税制、財政的措置及び研究開発スペースの確保を図る。

ゲノム・バレーのポイント

○バイオ研究のリスク、利益等の議論を活発化し、科学に対する信頼を確保する。

○生命科学分野における政府及びチャリティの長期的投資を確保する。

○ゲノム研究における人体組織バンクなど生命科学を取巻く問題を解決する。

○大学院の科学コースにバイテクノロジー、生化学の要素を加味する。

○生物学と数学、情報学、財政、規制面などを融合した研究、研修コースを創設する
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また、 年には貿易産業省、保健省及び英国バイオインダストリー協会がバイオサ2002

イエンスイノベーション・成長チームを創設。英国におけるバイオ企業の成長阻害要因を

2003 11特定し これを克服するために必要な政府の施策について検討することとした 年、 。

月には「バイオサイエンス 」を発表、現在の英国の優位性を維持発展させるための2015

以下の勧告を行った。

○患者の利益のために と産業界の協力を強化する （国立臨床試験局の設立）NHS 。

○イノベーションを支える規制環境の創出（新薬開発促進のための規制改革）

○十分な資金の確保（アイデアを製品に結びつけるためのファンディングなど）

○強力なバイオプロセシングセンターの設置

○高い才能を持った研究者、優秀な管理者の育成

○バイオサイエンス・リーダーシップ委員会（ ）の設置BLC

② ヒト胚クローン研究

2004 05年８月には英国における最初のヒト胚研究 ニューキャッスル大学 が認可され（ ） 、

MRC 2004年２月には２例目（ロズリン研究所）が認可されたところである。また、 は、

年５月に、確立された幹細胞ラインを保存する幹細胞バンクを世界に先駆け設立し、国内

外への幹細胞の提供を開始するとともに、 細胞の研究拠点として当該バンクを位置付ES

。 、 、 、ける構想を有している 現在は と呼ばれる研究財団 研究会議UK Stem Cell Initiative

、 ．省庁からの代表を含めた審議会的組織が設置され 今後３年間に 細胞研究に対して４ES

５百万ポンドの投資を行うとともに、 年程度を見渡した英国における幹細胞研究戦略10

を策定することとしている。

③ ヒトゲノム

国際ヒトゲノム解析計画では、米国に次ぎ大きな役割を果たしており、中でもウェルカ

ムトラストと医学研究会議（ ）が設立したサンガー研究所（ケンブリッジ・ゲノムMRC

キャンパス）は国際的な解析センターとして同計画の推進に貢献した。

現在、ポストゲノムを睨み、バイオテクノロジー・生物研究会議、工学・自然科学研究

会議及び医学研究会議が資金を持ち合い、生物情報科学の新たな研究コアの設置に向け共

同作業を開始している。さらに、この３つの研究会議は分子生物学、発生生物学、細胞生

物学 化学 工学など広範囲の科学分野を結集させた ヒト細胞工学学際研究センター 仮、 、 「 （

称 」の設立を進めている。）

また、バーミンガム、エジンバラ、ロンドンの３ヶ所の遺伝子治療研究センターでは、
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患者の体内に欠損遺伝子の代わりの正常な遺伝子を投与しする遺伝病疾患の治療研究やが

んに対する遺伝学治療研究を行っている。

さらに、インペリアルカレッジは、 年６月に遺伝子治療研究センターを設置し、2001

三菱化学（株）との共同研究で遺伝子治療、新薬の研究に着手している。

④医療研究

英国の医療研究は、遺伝子治療法の開発、人工血液の開発などこれまでに優れた成果を

あげており、中でもがん研究、免疫・抗体研究では世界のリーディングカントリーの一つ

となっている。がん研究では王立がん研究基金が大学や大病院の研究活動を支えており、

ロンドンのユニバーシティーカレッジで開発されたレーザー光治療は世界的な注目を集め

ている。さらに、がん予防のワクチン研究や核医学のがん治療への応用研究なども積極的

に行われている。

また、免疫学分野では、英国が得意な分子生物学やタンパク質工学を応用して感染症物

質の解明やエイズ（ ）ワクチンの開発などに取り組んでいる。HIV

（２）ナノテクノロジー研究開発政策

が、材料、情報科学技術分野のナノテクノロジーを、 及び が医療EPSRC MRC BBSRC

及びバイオテクノロジー分野のナノテクノロジーの研究開発について、大学等へのグラン

トを大幅に強化しているところ。中でも、 年の「競争力白書」で示された「ナノテ2001

The UK University Innovation Centre forクノロジー技術革新英国大学センター：

」については、バイオナノサイエンスで実績を有するニューカッスル大学Nanotechnology

を中心に北東イングランド５大学が中心になって設立されることになっており、ナノバイ

オテクノロジーの研究に重点を置き、微小小型化技術の研究、開発、商業化に関する英国

の拠点として整備される。

さらに英国政府は 年６月にナノテクノロジー戦略を発表。今後５年間で成果を出2003

すべく重点的な取組み目標（エレクトロニクス・通信、ドラッグデリバリーシステム、ヒ

ト組織再生工学、ナノ材料、機器・計測、センサー・アクチュエータ）を掲げ、５年間で

この戦略を統括するために ( ) や、最先Nanotechnology Applications Strategy Board NASB

National Nanotechnology端 の 設 備 で 研 究 成 果 の プ ロ ト タ イ プ を 製 作 で き る

( )を設置（既存のナノテク を活用 、これらセンターへの投FabricationCentres NNFCs IRC ）

資を 年の 百万ポンドから、５年以内に３倍増の 百万ポンドに増額することを決02 25 75

定した。

また、 年 月、王立協会及び王立工学アカデミーは 「ナノサイエンスとナノテク2004 7 、

ノロジー 期待と不確実性」と題するナノテクノロジーに関する調査報告書を公開した。:

この報告書では、ナノ粒子分野、計測技術分野、エレクトロニクス、オプトエレクトロニ
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クス及び情報通信技術分野、バイオテクノロジー等における現状をレビューし、産業応用

としてはいまだ既存製品の改良の段階としている。ナノテクノロジーの健康と環境への影

響については特にナノ粒子やナノチューブの製造過程における吸入や環境汚染が問題とさ

れているとしている。ナノテクノロジーに関しての公開の意見交換会及び社会科学的な分

野における総合的定量的な研究が推奨されている。

（３）航空宇宙

① 航空分野

英国における航空分野の研究開発は、戦後、政府の積極的な投資により、レーダーシス

テム、ジェットエンジン、超音速機コンコルド、垂直離着陸機の開発などで世界的な成果

をあがてきたが、近年は、国防関係を除き、航空分野での政府投資は減少し、民間の投資

に委ねられているのが現状。

②宇宙分野

英国における宇宙開発は 年のブルーストリークと呼ばれる中距離ミサイルの開発1955

に始まり、 年には再突入実験ロケットの開発に成功した。 年にはロイヤルソサイエ57 58

、 。ティに国立宇宙開発委員会が設置され 宇宙開発プログラムについての議論が始められた

その後は貿易産業省の内部部局である国立宇宙センター（ ）が英国の宇宙開発政策BNSC

の拠点となっている。

現在宇宙科学・宇宙開発の分野では、 が中核となり、惑星探査、地球観測など欧BNSC

州宇宙機関（ ）のプロジェクトに参加するとともに、大学における天文観測などへのESA

支援を行っている。更に、 の火星探査計画の要である、火星表面探査を目的としたESA

探査機「ビーグル」の開発は英国が担っている。

なお、大学における研究については、キャンパス内に広大な飛行場を有し、垂直離陸戦

闘機「ハリアー」の開発や超音速機「コンコルド」の形状デザインやエンジン設計で有名

なクランフィールド大学や独自の宇宙研究所を有するレスター大学が英国内の航空宇宙科

学研究の分野をリードしている。

現在の英国における宇宙開発政策は、 年にセンズベリー科学技術大臣により発表2002

された「宇宙戦略： 」に基づき行われている。この政Space Strategy 2003-2006 and Beyond

策は 年までの英国の宇宙開発目標、戦略について記されており 「科学・企業・環境2006 、

のための宇宙」をキーワードに、欧州宇宙機関との協力の下進め、英国の知的経済社会の

実現に貢献することを基本的な目標にしている。また、 年 月、セインズベリー科2001 11

学技術大臣は、 年までに英国の宇宙産業を 億ドルの市場に成長させることを目2010 1500

指し、今後 年間で宇宙関連の研究開発に３億８千万ポンドを政府として投入すること10

を発表した。
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「宇宙戦略」の概要

○天文学、惑星科学、環境科学における英国の優位性を強化する。

○政府、科学者、商業ベースでの宇宙空間利用を促進し、生産性を向上させる。

○生活の質向上を絶え間なく行うために革新的な宇宙技術・システムを開発する。

英国の宇宙開発の指標*

・宇宙開発従事者数：約 人6000

・宇宙関連企業：約 社1000

・宇宙産業の売上げ：約４億ポンド（ 年実績）2002

・宇宙関連の研究を行っている大学：約 大学40

・政府の宇宙開発予算（ 年度 ：約１億８千万ポンド（うち、約６割が のプ2003 ESA）

ログラム経費、一般管理への支出になっている）

（４）地球環境科学

英国における地球環境科学の研究は主に が研究の方向性及び予算配分を行ってNERC

おり、英国地質調査所、極地研究所、サザンプトン海洋センターなどの公的研究機関にお

いて環境関係の研究を積極的に行っている。また、英国は地球観測を宇宙政策の柱として

おり、地質、土地利用、公害監視、気象研究などの国際プログラムに多大の貢献をしてい

る。最近では、日米が共同で進めている 計画や統合国際深海掘削船計画（ ）ARGO IODP

の検討にも参加している。気候変動の分野では、気象庁所管のハドレー気候研究センター

がその中心的な役割を果たしている。

（５）エネルギー研究開発政策

年２月、英国政府は、キング政府主席科学顧問が委員長として取りまとめた「エ2002

ネルギー研究レビュー： 」の報告書を公表したところ、概要以下Energy Research Review

の通り。

報告書の勧告の概要

○エネルギー選択を評価する際には、環境コスト及び利益を重視する。

○政府がエネルギー研究に投資する際には、基礎研究活動に焦点をあてる。

○政府は、境界領域の研究を支援することとし、異なる技術の最適化を図る。

、 、 、 、○原子力 水素製造 波力 二酸化炭素固定化等の研究開発を実施することにより

関連する科学技術の発展を下支えする。
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○エネルギー管理システム、センサー等のソフトウェアー、ハードウェアーなど最

先端のエネルギー効率化技術への支援を強化する。

○原子力に関する研究については、使用済燃料や放射性廃棄物がより安全かつ効果

的に処理できるよう手法を改善し、革新的な方法を見つけだす。

○核融合については、熱やプラズマに耐えられるような材料研究を優先的に行う。

○研究会議や産学の協力により、国家的立場から専らエネルギーの研究を行うセ

ンターの設立を検討する。

○エネルギー技術研究、インフラ、エネルギー社会経済研究を促進するための法制

度を検討する。

また、 年２月に発行された英国のエネルギー政策白書の中で、研究開発に関して2003

は概要以下の通り記述されている。

○ 年度から３年間で３億１千万ポンドを再生エネルギー研究開発支援に投資2002

○カーボントラストに対する投資を３年間で 百万ポンド75

○研究会議のエネルギー関係研究費を 百万ポンド上積み28

○エネルギー研究ネットワークの設置とエネルギー研究センターの設立

（６）情報通信科学

英国においては、これまで大学、研究所間の高速コンピュータネットワーク「スーパー

」を構築し、大容量の研究データの瞬時の伝送を可能にするなど研究現場の情報JANET

基盤整備を進めてきたが、 年の包括予算見直しにより科学技術の情報化に多額の追2000

加予算が決定され、さらなる科学技術の情報化に努めているところ。

BTまた、通信技術・システムの研究開発については、英国最大の電気通信事業者である

や通信機器製造大手の 社が中心となり、光ファイバーシステムの開発や情報通信ソGTP

フトウェア、エンジニアリングの研究開発を進めている。

（７）核融合研究

国際熱核融合実験炉計画（ ）工学設計活動においては、独国とともには欧州の中ITER

心的な役割を果たしてきた。なお、英国は を自国に誘致する考えは有しておらず、ITER

オックスフォードシャのカラム・サイエンスセンターで行われている共同トカマク型核融

合試験プロジェクト（ ）で、引き続き核融合研究開発を実施し、その成果を同センタJET
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ー内に集積している核融合関連企業に移転することとしている。これまでにもカラム核融

合センターは、材料技術を中心に英国内の核融合関連企業に技術移転を積極的に行ってき

、 、 。ており 設後 或いは実用化に向け核融合関連企業の育成を考えていると思われるITER

昨今、セインズベリー科学技術大臣は、 後の実用化段階に向けたレビューや計画立ITER

案においては、科学者だけではなく、核融合関連企業を加えるべき旨を各方面に訴えてい

ることからも、将来の英国の競争力の強化を念頭に置いた核融合関連企業の育成を目指し

ていることが窺える。

さらに、英国としては、 建設後にカラム核融合センターの研究能力及びステータスITER

が地盤沈下しないように、同センターを拠点に核融合材料、中性子源の研究を と同ITER

時並行的に着実に進めることを重視している。

２．生命科学関連の規制

（１）ヒトクローン規制の現状

英国においては、胚の作成及び利用に関し、研究と治療の両面で、 年のヒト受精1990

・胚研究法の下、確立した規制システムを有している。実際の規制は同法により設立され

たヒト受精・胚機構（ ）が行っている。同法において、細胞核移植を用いた胚を着HFEA

10 HFEA床させることを禁止（ 年以下の禁固）しているが、避妊治療研究については、

の許可を得れば胚の作成・利用をすることが容認されている。

英国政府内では、 年７月に保健総監が纏めたレポートにおいて、パーキンソン病2000

やアルツハイマー病などの難病治療研究を対象に、細胞核移植技術によって作成された細

胞から胚性幹細胞を取り出す研究を認めるべきとの報告書を纏めており、これをベースに

したヒト受精・胚研究法の改正案が 年１月までに下院、上院を通過し、１月 日付2001 31

けで施行されている。ただし、上院での審議で宗教界からの議員より多数の反対意見が出

Committee on Stem Cellされ 同年３月に上院に 胚性幹細胞の研究に関する特別委員会：、 「

)を設置し、ヒト胚クローンの作成の是非、ＥＳ細胞の扱いの条件などを審議しResearch

てきたが、 年２月 日に上院特別委員会は、厳しくコントロールされた条件下でヒ2002 27

ト胚クローンの作成を認める旨の決議を行った。

①ヒト胚研究の規制メカニズム

ヒト胚を用いた研究については、以下の８つの目的のいずれかを満たしたもののみ

の許認可を受けることができる。HFEA

○不妊治療の高度化の推進

○先天性疾患の原因に関する知識の増進

○流産の原因に関する知識の増進
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○効果的な避妊技術の開発

○着床前の胚の遺伝子或いはＤＮＡの異常の存在の検知方法の開発

○胚の発達に関する知識の増進

○難病に関する知識の増進

○上記の知識を難病の治療の開発に応用させること

＊下線の３項目は、 年１月の法律改正により追加されたもの2001

研究の許認可申請は に提出する前に、外部の倫理委員会（ＮＨＳの地区研究倫HFEA

） 、 （ ） 、理委員会 が が定めたガイドライン に基づき事前審査を行うHFEA Code of Practice

その際、研究者は目的、期間、胚を利用する理由、研究方法等を記した書類を提出しなけ

ればならない。外部倫理委員会を通過した研究申請は、 のピアレビュー委員会に付HFEA

され、研究のオリジナリティー、正当性に関するコメントがライセンシング委員会に提出

750 15され 最終的な許認可の適否が決定される なお 申請料は一件あたり ポンド 約、 。 、 （

万円 。）

は、許認可を与えた研究プロジェクトについて、定期的に進捗状況の報告を受けHFEA

るとともに、プロジェクト終了後、速やかに最終報告書を提出させている。

年以来、 の研究申請が提出されており、そのうち の申請が許可されている1991 156 124

（現在 プロジェクトが進行中 。現在進行中のプロジェクトの性格別内訳は以下の通30 。）

り。

○幹細胞研究 １０件

○無性生殖関連研究 ３件

○核移植関係研究 １件

②ヒト再生クローン法： の制定Human Reproductive Cloning Act

年 月 日、英国高等法院が、ヒト体細胞から細胞核を取り出し未受精卵に移植2001 11 15

して作成したクローン胚は、受精卵ではなく、現行法（ 年制定のヒト受精・胚研究1990

法）の規制対象にはならない旨の判決が出された。本裁判は英国の生命の尊厳を主張する

団体「プロ・ライフ・アライアンス」が現行のヒト受精・胚研究法の不備を提訴したため

に行われたものである。英国政府は、これを受け同日中に「受精以外の別の方法で作成し

たヒト胚を女性（子宮）に着床させた者を法律違反」と規定するとともに、この規定に違

反した者は 年以下の懲役又は、及び罰金に処する旨を規定した新法を議会に緊急上程10

し、 月 日に議会を通過し、新法が制定された。11 30

なお、英政府は、新法制定と同時に、高等法院の判決を不満として控訴裁判所に上訴し

たが、 年１月に控訴裁判所は、高等法院の判決を覆し、 年のヒト受精・胚研究2002 1990

法でクローン産生を禁止できている旨の判決を出した。
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③上院「胚性幹細胞の研究に関する特別委員会」の勧告（ 年２月２７日）内容2002

○成人幹細胞及び胚性幹細胞（ＥＳ）は、治療上のポテンシャルがあり、ＥＳ細胞

の基礎研究は必要である。

○研究目的の胚の作成は、余剰胚ではできないことを実証し、例外的な必要性が認

められなければ行ってはならない。

○核変換は、限定された条件下で研究目的に限り認められるが、クローン人間の作

成は、 年のヒト再生クローン法で規定されているとおり、無条件で禁止2001

する。

○政府は、ヒト再生クローン産生を国際的に禁止する取組みに主体的に参加すべき

○ と保健省は、ライセンスを与えた研究の結果のレビューを行うべき。HFEA

○保健省は、ﾋﾄ受精・胚研究法に規定する「難病」の定義につきｶﾞｲﾀﾞﾝｽを出すべき

○保健省は、幹細胞を使った医療研究を監視する委員会の設立を検討すべき。

○幹細胞バンクを設立するとの保健省の提案を支持する。なお、 は、英国HFEA

内で研究のためにＥＳ細胞を作成することを許可する場合には、バンクに当該研

究に適したＥＳ細胞がないことを確認すること。

④ 近年の状況の変化を踏まえたレビュー

下院科学技術委員会では 年 月よりヒト胚研究を巡る現状に鑑み、その後の科学2003 10

技術の進歩や、議論の進展を踏まえ、下院においては集中的にクローン研究等の規制に関

する審議を行い、法体系等の見直しが必要か否かに関する報告書を提出した（ 年３2005

月 。主な結論は以下の通りであり、今後政府の対応が待たれる。）

○人工授精及びヒト胚研究は一定の法的規制が必要

○研究の自由と社会への影響のバランスを確実な証拠に基づいてとることが必要

○ヒト胚の着床を禁止する場合を特定すべき（胚の形態、時期等 。ただし、 日ル） 14

ールは伸ばすべきではない。

○ハイブリッドやキメラもヒト再生目的に利用されるおそれがあることから規制の対

象とすべき

○ 日以前のヒト胚の遺伝子改変の禁止は条件付きで緩和すべきである。14

○研究者の訓練目的にヒト胚を利用するのは適当ではない。

○ は申請書などの情報公開を進めるべきHFEA

○ とヒトゲノム委員会には業務の重なる部分があり合も検討すべきであり、ヒHFEA

ト遺伝子・受精・組織委員会の設置を提案する
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○現在の規制体系を、三段階方式（政府の規制、専門家の規制、倫理面の監督）に分

離すべき

○受精と組織に関する規制庁の設立を勧告する

（２）動物実験

①動物科学実験手続法

英国における動物実験は 年に制定された動物科学実験手続法に基づく内務大臣の1986

許認可がなければ実施できない仕組みになっている。

対象の動物は、哺乳類のみならず鳥類など脊椎動物を対象にしており、厳しい審査項目

をクリアーしなければ許認可を受けることができない。また、昨今の生命科学及び医療研

究の活発化に伴い毎年多数の申請がなされており、許認可発給まで研究者は相当な期間実

験を行うことができず、国際競争が激しい生命科学分野で英国の研究を後退させるとの批

判も多く出されている。

②動物実験会社に対する動物保護団体の過激行為

年末に起きた急進派の動物保護団体（ﾊﾝﾃﾞｨﾝﾄﾞﾝの動物虐待ストップ： ）に2000 SHAC

よる欧州最大の動物実験会社の一つであるハンディンドン動物科学( )を倒産寸前までHLS

SHAC追い込んだ事態は 一時期停滞していた動物保護運動を活発化させる契機になった、 。

は、 に融資しているメインバンクに融資打ち切りを働きかけ、最終的に、 のHLS SHAC

抗議行動に耐えきれなくなった銀行が支援打ち切りを決定した。この事態に政府はセンズ

ベリー科学技術大臣が個別に融資先を探すなど積極的なサポートをしたため は倒産HLS

の危機を免れたが、動物愛護団体による従業員や投資家に対する度を超えた脅迫行為を英

国政府は深刻に受け止め、警察力により厳重に取り締まる方針を決めるとともに、反社会

行動例を修正し、同様の行動を今後規制できるよう措置を講じている。

・デモの制限や研究施設への立ち入り制限

・研究者等自宅における嫌がらせの取り締まり、自宅近辺への立ち入り制限

・研究施設に経済的損失を与えた際には 年間の懲役5
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Ⅵ．研究環境整備
（１）研究環境を整備するための主要な施策

①公的研究所（ ）の活性化PSREs

政府の科学技術支出約６８億ポンドのうち、その３分の１である２２億ポンドを占めて

いる公的研究機関の知的移転を促進するための方策及び課題を分析したベーカー報告書

（｀知識の創出、富の創出 ：公的研究施設の経済潜在力の実現）が政府に対する勧告書’

として提出され、これを受け政府は 年７月に勧告の趣旨を受け入れ、具体的な行動2000

計画を 年末までに実施し、現在においても進捗状況のレビューが実施されている。2000

ベーカー報告書の主な勧告内容と政府の回答

○公務員管理規定を科学の商業化に応用することを検討すべき。

→公務員管理規定を変更し、スピンアウト企業のストック・オプションや株

式保有を認めることにより、自らの研究の商業化に参加できるようにした。

○知的移転活動に対して、研究者等に報償を与えるインセンティブスキームを

作成すべき

→商業化プロジェクトの成功による収入のかなりの割合を職員に配分可能とす

る。特許出願・取得などを固定ボーナスとして支給する。また、金券、完全有

給のサバティカル休暇などのインセンティブを与える。

○公的研究所に対して、剰余金の繰り越しなど財政上の自由を保持を認める

→剰余金を翌年度に繰り越す裁量を大幅に拡大するなど政府は公的研究機関

が財政的自由の拡大の恩恵を享受できるようにする。

○公的研究所が創出した知的財産を所長の裁量で譲渡出来るようにする

→資金提供者は、公的研究所に委託した成果について普及する権利があるこ

とを認め、政府は指針を作成する。

年時点での計画実行レビュー状況は以下の通り。2004

○商業化促進のための公共研究機関探索基金（ＰＳＲＥＦ）を 年～ 年2001 04

に 百万ポンド投資25

○知的所有権に関するガイドラインを出版

○知識移転担当者の訓練に１百万ポンドを支援

○ を 主導の中小企業 支援プログラムにおける知識移転 のPSREs DTI R&D

基礎的パートナーと位置付け、共同研究等を推進。
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②大学等研究インフラ整備

英国の大学の研究施設の老朽化問題は、かねがね各方面から指摘されてきたが、保守党

政権時代には、殆ど手が着けられておらず、 年近く負の遺産となっていた。ブレア政20

権になって大学施設の老朽化対策を最重要課題の一つとして位置づけ、本格的な対策が始

められた。 年に財務省、科学技術庁等が行った調査では、 ％以上の施設が 年代2001 50 60

や 年代に設置され、老朽化やメンテナンスに要するコストが 億ポンドに上ると推定70 28

された。これを受け、 年の包括的歳出見直しでは施設整備予算の増額が図られてい2002

る。具体的な施策は以下の通り。

○ジョイント・インフラストラクチャー資金（ ）JIF

年に設立された資金で、大学における研究インフラの整備を目的とした制度で、1998

公募を前提に科学、工学、経済学など幅広い研究分野を対象にしている。なお、新規の施

設建設、新規の研究センターの設立も対象になり、 年末時点で 大学、 のプロ2001 40 150

ジェクトが採択されている（計７億５千万ポンド 。なお、応募プロジェクトのうち、高）

い評価を受けながら採用されなかったプロジェクトのうち、ウェルカムトラストが独自に

選定し、資金提供する枠組みもある。

○科学研究投資資金（ ）SRIF

年に設立された大学の研究施設、設備の改善基金であり、ウェルカムトラストと2000

の共同事業。当初配分は以下の通り行われた。

（１） 年２月、６億 百万ポンドが政府資金により配分2001 75

（２） の審査にもれたもので評価の高かったものについて、ウェルカム財団から１億JIF

５千万ポンドを支出。

（３）バイオ医療関係プロジェクト施設設備にウェルカム財団より 百万ポンドを支出75

（４）１億ポンドを研究会議付属研究所施設整備及び大型研究施設整備に支出

さらに、 年度から２年間にわたり、合計 億ポンド（６億ポンドを 、４億ポ2004 10 OST

ンドを が負担）を支出する ２が開始された。DfES SRIF−

なお、最初のラウンドである （ 、 年度）では総額の ％を、 ではSRIF 2002 03 25 SRIF-2

総額の ％を学生数に応じた比例配分を行い、残りの半分は研究評価に基づき、さらに10

残りは 年度の各大学の研究収入に応じて配分された。また、研究施設等整備の効率2000

化の観点から第２ラウンドの では２年間にわたり 百万ポンドが大学の統合を含SRIF-2 50

む研究環境リストラを促進するために用いられた。

上述の経費すべて（ 、 及び ）を合わせると総計でこれまでの８年間で 億JIF SRIF-1 2 27
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５千万ポンド（約 億円）が研究施設・設備の老朽化・陳腐化対策に投入されたこと5000

となる。

○共同研究設備イニシアチブ（ ）JREI

年に と高等教育助成評議会により開始された制度で、既に民間企業から研究1996 OST

資金の支援を受けている大学の研究プロジェクトを対象にした公募選定型のシステムであ

る。最終的に選定された大学は先端の研究設備を納入するための資金が配分される。

（２）大型施設戦略的ロードマップ（ 年発表、 年改訂）2001 2003

① 大型施設の位置づけ

○ 国際的側面を持ち、経費の分担や英国の科学プログラムにとって有益な関係の発展

が可能な施設、

○ 一つ以上の研究会議のコミュニティから支持されている施設、

○ 投資額が単独の研究会議の支出の大部分（目安として25百万ポンド）を占める施設

に関して、英国の科学技術活動の将来像を示し、今後の研究会議での議論の参考に資す

るために作成されたもの。ただし、本ロードマップは重要性を指摘したのみであり、必要

な予算確保を約束したものではない。なお、本ロードマップの更新は、２年ごとに実施さ

れる支出見直しに反映できるタイミングで行われることとなっている。

② 各戦略領域の概要

（１）シンクロトロン放射（様々な物性研究）

・ダイヤモンドシンクロトロンの建設（2007年完了予定）

（ 、 、 ）・高輝度施設ダイヤモンドで不可能な研究 低エネルギー放射 極紫外光 超紫外光等

について、2010年を目途に第４世代光源の開発を進める。

（２）中性子散乱（構造物性研究）

・独、仏と共同でILLの拡充実施（2013年まで）

・ラザフォード・アップルトン研究所のISISに第２ターゲットステーションを設置

・長期的にはメガワット級の中性子源の利用が必要

（３）高出力レーザー（高密度・高温物性物理）

・ ラザフォード・アップルトン研究所のバルカンの高出力化（1PW、2003年完了 、将）

来的にはパルス強度の増強

・国際協力によるレーザー核融合（日本、将来的にはヨーロッパによるレーザー核融合

施設の建設）
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（４）放射性同位体ビーム（核物理、宇宙核物理）

・施設の建設は英国内で行わず、国内他施設への海外研究者とのアクセスと引き換えに

海外放射性同位体ビーム施設へのアクセスを確保する

（５）素粒子物理

・今後10年程度は、CERNのLHCへの参加が主要計画。

・今後20年程度で、３施設が必要

－高エネルギー（0.5～１TeV）線形電子・陽電子コライダー

－強力な中性子源

－TeVレベルを超えるコライダー

（６）天文学

・今後10年程度は８ｍ級の光学／赤外望遠鏡が主流

・将来的には３種類の観測施設が必要

－地上では観測できない波長帯の宇宙望遠鏡

－宇宙及び地上の巨大干渉計

－超巨大（50m以上）光学／赤外望遠鏡

（７）太陽系科学

・ESAのAurora計画（太陽系探査計画）への参加（2005～2015）

（８）核融合

・ITER計画への集中と英国の核融合装置MASTの実験継続

・ITERと並行した材料研究のためにIFMIF（国際核融合材料放射施設）計画の実現と参

加（３億ポンド）

（９）海洋研究船

・現有の観測船チャールズダーウィン号（2006年）及びディスカバリー号（2010年）が

（ 、 、 ）寿命を迎えるのに伴い観測船の新造が必要 それぞれ 35百万ポンド 60百万ポンド必要

（10）コンピューティング施設

・現有のHPCxは2004年に3.4→６Tflopsに、2006年には12Tflopsにアップグレード ・C

SAR（学術研究用システム）は2003年までに１Tflopsにアップグレード

・2005年には25Tflops程度の施設が必要でその後も２年ごとに２倍の能力拡充が必要

（11）その他現有施設の改修等

・分子生物学研究所（MRC傘下）の施設更新（90百万ポンド）

・動物健康研究所ピルブライト研究所 BBSRC DEFRAからの資金で運営 の施設更新 4（ 、 ） （

0百万ポンド）

・ダイヤモンド放射光施設に付随する研究複合施設の建設（40百万ポンド）

（ ） （ 、・英国南極調査局ハレーステーション NERC傘下 の第６回目施設更新 34百万ポンド

2010年までの更新が必要）
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なお、2004年３月には04年度から06年度の短期施設整備優先度が発表された。これは今

後着工が開始される可能性が高い以下の施設をリストアップしたものである。

○ダイヤモンドシンクロトロン第２期計画

すでに第１期計画で２億５千万ポンドを投資して2007年に運用開始予定の同装置に関

し、14のビームラインを2011年までに追加する。また、同装置に付帯する研究施設を20

06年から１年間の予定で建設する。

○ISIS第２期計画

RALに設置されたISIS（現時点で世界最高強度の中性子発生源）の第２ターゲットの

建設に１億ポンド投資する（６つの測定機器も設置 。2007年頃の運用開始を目指す。）

○動物健康研究所

現行の基準に準拠するため研究施設の新築を実施（2004～2009年度）

○分子生物学研究所（ケンブリッジ大学）

現行の基準に準拠するため研究施設の新築を実施（2005～2010年度）

○ミュオンイオン冷却実験装置

ニュートリノ研究の推進のため、同粒子を生成するための装置をＲＡＬに設置する。

（2004年度から１年間）

○Halley研究基地（南極）

（ ） （ ）。英国の極域研究の拠点である同基地の新設 ６代目 を実施 2010年度までに完了

○HECToR（ハイパフォーマンス・コンピューティング）

EPSRCの管理するスパコンの更新（2006年度までに50～100Tflop/s、２年ごとに能力

を倍増し、最終的に400Tflop/sを目指す ）。

（参考）大型放射光施設「ダイヤモンド」の建設

英国政府は 年３月に大型放射光施設（３Ｇｅｖ、７つのビームライン）を 内2000 RAL

に建設することを決定した。この決定により、将来英国は放射光施設を用いた物質材料、

生命科学の欧州内の拠点になることとなる。

なお、建設地の選定に際しては、 とこれまで小型の放射光施設があったダルスベRAL

リー研究所のどちらに置くかで大きな論争がおき、 年暮れから 年春先まで関係1999 2000

。 、政治家を巻き込む事態になった 下院科学技術委員会でも集中審議が何度か開催された後

政府の方針どおり に決定した。現在、 年１月の運用開始を目指して建設が進めRAL 2007

られている。

なお、政府は、 年３月に約１億５千ポンドを投じ、ダルスベリー研究所を自由電2001

子レーザー、陽子加速器、イオンビーム加速器を備えた加速器科学センターとしてがん治
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療研究や核物理研究の拠点とすることを決定した。
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Ⅶ．人材育成
（１）英国大学の概要

英国の大学の約 ％の研究が高等教育資金評議会（ )40 Higher Education Funding Councils

。 、 、より援助されている 大学での科学技術研究活動に対する他の支援団体には 各研究会議

政府各省庁、慈善団体、産業界があるが、中でも各研究会議からの資金は達成目標と成果

基準が明確にされた公募型の研究プロジェクトであり、高等教育資金評議会からの資金と

並び大学の重要な研究資金源となっている。

また、最近では、大学における高水準の研究活動とマーケッティング技術に対する産業

界からの期待を背景に、大学、民間と政府間の研究協力が増加しており、大学への産業界

等からの資金援助額は著しく増加している。また、殆どの大学は産業界との連携拠点を持

ち、そこでは、大学での研究成果の商業化の可能性が追求されており、教育、研究に次ぐ

大学の第３の役割として産業界との連携及び知識移転があげられる。

（２）大学の研究評価と資金配分

近年英国においては、研究資金の効率化や研究能力に応じた差別化を図るべきとの声が

1992 RAE Research高まったことを背景に高等教育資金評議会では、 年に研究評価作業（ ：

)を導入した。この制度は大学の各学部を一つの研究活動単位とし、Assessment Exercise

論文等の研究成果物（研究者１人当たり４件の論文を研究成果のエヴィデンスとして

に提出）を評価材料として点数付けを行い専門分野毎に番付表として公表される。HEFC

この作業は５年毎に実施される。この評価は高等教育資金評議会からの資金配分に直接反

。 、 （ ， ， 、 、 ， ， ）映されることになる の評価は ７段階方式 １ ２ ３ａ ３ｂ ４ ５ ５＊RAE

で実施され、 年の では 「１ 「２」の評価がなされた大学は研究資金が配分1996 RAE 、 」，

されず、また、最上位の評価（５＊）を受けた大学は「３ｂ」の評価を受けた大学の約４

倍の研究資金を交付されることになる。

年は、５年ごとの研究評価の年に当たっており、 は の研究分野毎に評価2001 HEFC 68

委員会を設置（各委員会 ～ 名の専門家で構成され、大学の研究者のみならず産業界10 18

からも委員が選抜されている。また、評価に当たっては海外の研究者のアドバイスを義務

12づけており、評価の国際比較の信頼性を高めている）し、研究評価を行ったところ、

月 日に結果が公表された。14

年のＲＡＥの結果に基づき、 － 年の各大学への研究費の配分がなされるこ2001 2002 03

とになり、現在、高等教育資金評議会が配分資金につき検討しているが、 年１月の2002

、「 」、「 」、「 」 、 、役員会の結果では １ ２ ３ｂ の評価を受けた学部には 資金配分はなされず

「４ 「５」の評価を受けた学部は「５＊」の資金配分のそれぞれ７０％、８６％とされ」、

ることが決まった。最終的な配分については、２月の役員会で決定される方向。

毎年タイムス紙が発表している大学ランキングのうち、２００４年における教育・研究
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点数の高い大学の上位校はつぎの通り。

オックスフォード大学 １０００

ケンブリッジ大学 ９８３

インペリアルカレッジ ９５８

ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス ８９１

エジンバラ大学 ８６７

８６４UCL

ＨＥＦＣの研究グラントの多い大学（２００５年度配分：百万ポンド）

総額 研究ｸﾞﾗﾝﾄ 教育ｸﾞﾗﾝﾄ/

ロンドン・ユニバーシティカレッジ ９３．０ １．５７

ケンブリッジ大学 ９２．４ １．５９

オックスフォード大学 ９０．１ １．５３

インペリアルカレッジ ８２．４ １．６２

マンチェスター大学 ６８．９ ０．７８

エジンバラ大学 ５２．２ ０．７１

キングスカレッジ・ロンドン ４８．９ ０．７７

サザンプトン大学 ４２．６ ０．９１

リーズ大学 ４２．５ ０．５３

シェフィールド大学 ４０．３ ０．６９

グラスゴー大学 ３９．２ ０．４９

バーミンガム大学 ３８．１ ０．５５

ブリストル大学 ３７．９ ０．６８

カーディフ大学 ３６．２ ０．５９

教育グラントは生徒数及び教員数等により自動的に算出されるが、研究グラントは研究

評価により決定されるため、研究グラントと教育グラントとの割合は、単純に研究水準の

高さを見ることができる。

年の大学評価において最高水準の評価を受けた大学（分野別）2001

Cambridge,Oxford,Imperial,Bristol,UCL化学

Cambridge,Oxford,Imperial,Lancaster,Southampton物理

Cambridge,Oxford,Bristol地球科学

Cambridge,Oxford,Imperial,Edinburgh純粋数学
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Cambridge,Briatol,Waewick,Imperial,Bath応用数学

Cambridge,Imperial,Manchester,Southampton,York,Edinburghｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科学

Cambridge,Oxford,Imperial一般工学

Leeds,Sheffield,Surry,Edinburgh電子工学

Bath,Imperial,Riverpool,Leeds,Southampton機械・航空工学

Imperial,Birmingham,UCL化学工学

Cambridge,Oxford,Birmingham,Manchester,Sheffield材料工学

Cambridge,Birmingham,Imperial,Newcastle,Oxford,Dundee医療科学

Cambridge,UCL,神経科学

Manchester,Newcastle,UCLがん研究

Oxford,UCL薬学

Cambridge,Bristol,Imperial,Manchester,Newcastle,Sheffield,Dundeeバイオ科学

Loughborough ,Salford環境科学

（３）工学系博士の見直し

Bachelor of Science , Bachelor英国の学位は、学卒レベルの場合は、理学士（ ) 工学士(

)と学部専攻名が付されることが多く、修士課程修了者に対しても、of Engineering

（ ） 、 、同様に理学修士 のように専攻名を記しているが 博士課程を終了しMaster of Science

論文審査を通過した博士号取得者は、総じて哲学博士（ ： )と言わPhD Doctor of Philosophy

れていきた。このような枠組みの中で、工学系の は、コミュニケーションやマネーPhD

ジメント能力が欠如した人材が多く、リーダーシップ、プロジェクト管理の能力が備わっ

Profた研究人材を積極的に養成すべきとの産業界からの強い要望を受け、貿易産業省が

を委員長とする諮問委員会を設け、検討を行った。JohnParnaby

この検討結果を受け、 年より、英国内の の大学でパイロットスキームとして工1992 10

学博士（ ： )制度が発足した。この工学博士課程は、これまでのEngD Engineering Doctorate

３年間の博士課程と異なり原則４年制としており、この期間にスポンサー企業のスーパー

バイスの下で研究はもとより研究管理、マーケッティングなども取得することが求められ

ている。

５年間のパイロットスキームの後の 年度からは、多くの大学が を採用して1997 EngD

おり、現在においては、これまでの に比べ、 は１ランク上の博士号と認知されPhD EngD

いる。この は、工学系博士号取得者の付加価値を高め、技術系人材の地位の向上をEngD

図るとともに産学連携の促進にも大きな貢献を果たすものと期待されている。

（４）女性研究者のための施策

これまでも貿易産業省内には が設置され、 年には女性研究者SET for Women Unit 2001

による集会も企画されるなど、女性研究者間のネットワーク作りが着々と進んでいたが、
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さらに女性研究者の科学分野への参画を促すべく、 年 月に貿易産業省の諮問を受2002 11

けて発表された （科学・工学・技術における公平性： 王立研究SET Fair Susan Greenfield

所会長ヘッド）は主に女性研究者にターゲットを当ててその処遇の改善に関して提言した

ものとしてその後の施策のバイブルとなっている。具体的には以下の勧告を出している。

○職業科学センターの設置

（女性研究者の情報収集のハブセンター）

○政府の審議会等における女性比率の増加

○復職者への資金援助・訓練システム

○パートタイム研究者に対するインセンティブ等

なお、科学・技術・工学における女性のリソースセンター（ ）は 年設置さUKRC 2004

れ、貿易産業省からの支援を 年間受けることが決まっている。 のミッションは、3 UKRC

・雇用者に対する情報提供と理解増進

・女性研究者データベース整備

・女性研究者統計整備

・女性研究者等の地位向上

・復職者の支援

等である。
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Ⅷ．研究評価
（１）英国の研究評価の歴史

1700英国の研究評価は世界でも最も歴史があり、最初にピアレビューを導入したのは

年代初頭、当時 の会長であったニュートンが、研究者が発見した科学的原Royal Society

理及び原則を第３者が客観的な立場から、レビューする必要性を説いたことにはじまると

言われている。なお、国の政策として研究評価を導入したのはサッチャー政権になった

年代になってからであり、特に、当時の財政難を背景に、研究開発費も削減される1980

状況下で、効果的な予算投資を求められる中で、優れた研究に対してのみ厳選して予算を

投入すべく、研究評価の徹底がなされた。

1987 The Science and Technology Assessment具体的には 年に内閣府に科学技術評価室、 （

)を設置し、各省庁の研究開発投資及び所管研究機関に対する研究評価の実施を求Office

、 。 、 、 、めると同時に 実施状況の監視を行った このような取り組みを通じ 現在では 各省庁

、 、 。研究会議 高等教育助成会議等において 厳正かつ徹底した研究評価が行われるに至った

（２）研究評価の特徴

上記で述べたように英国の研究評価の歴史は古いが、評価制度が確立したのが財政再建

を目指したサッチャー政権当時と言うこともあり 「公費負担の抑制 「優れた研究のみ、 」、

への配分 「産業への還元」という側面から確立してきたと言える。」、

このような考え方は、現在でも変わっておらず、純粋基礎研究の重要性は認識するもの

の、厳しい研究評価により、英国の競争力の確保に繋がる優れた研究に重点配分する

基本理念が徹底している。

また、各研究会議では、多数の研究評価者をプールするとともに、研究評価をマネージ

メントするプロフェッショナルな「プロジェクト・リーダー」を育成している。

プロジェクトリーダーは、自らが研究の経験を有する博士号を所持する者或いはサセッ

クス大学やマンチェスター大学などの科学技術政策学部で修士号を取得した者がなってい

る。彼らは、自ら評価者になる場合もあれば、評価項目などの評価システムの構築、改良

を担当する。

なお、英国の研究評価は、純粋に研究テーマオリエンテッドの評価であり、研究機関そ

のものの評価は、 年前半の公的研究機関のエージェンシー化或いは民営化問題当時1990

、 、 。を除いては 殆ど行われておらず 研究評価イコール研究機関評価の考え方になっている

つまり、優れた研究評価を受けた研究課題を多数有する研究機関或いは大学が優れた研究

機関と見なされる発想である。
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Ⅸ．産業科学技術と産学連携の現状

１．英国のイノベーションを図る上での構造的利点及び弱点

等の調査結果等によると、英国においてイノベーションを図る上での利点及び弱OECD

点が以下のように指摘されている。

（１）利点

・世界一流の学術的、科学的基盤が整備されていること

・製薬、ファイナンシャルサービス、ＩＴ、ソフトウェアーなど科学をベースとした

産業が発展していること

・世界最先端の情報インフラが整備されていること

・ＥＵ内のベンチャーキャピタル産業が英国を志向していること

・国内投資が、ハイテクや高付加価値の研究開発に向けられていること

（２）弱点

・米国等の国際的な競争相手に比べ研究開発投資が低い

・技能の不足ー熟練工，ＩＴ技術者等の供給不足

・優秀な研究者、技術者が特定の分野の専門家になってしまい管理能力やリーダシッ

プが欠如し始めていること

・国内の大企業が組織的に巨大化し、イノベーションに対する戦略的なコミットメン

トが不足していること、また、イノベーションのマネージメントが弱いこと

・強力なベンチャーキャピタルがありながら、英国内のベンチャーキャピタルは、初

期段階の支援や技術基盤への投資に向かっていないこと

また、ＯＥＣＤが 年に取りまとめたイノベーションスコアボードにおける英国の2001

状況は以下の通り。

科学技術系学部卒業生 １７１

生涯学習活動への参加 ２５０

ハイテク製造分野への雇用 ９７

ハイテクサービスへの雇用 １３１

公的研究開発投資 ８９

企業の研究開発投資 １０５

ハイテク特許 １３０

イノベーション投資 ８６

ハイテクベンチャー・キャピタル ２３８

自宅インターネットアクセス １４６
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ハイテク製品の付加価値 １４４

＊ＥＵ平均値を１００とした結果

２．英国産業の国際的位置付け

貿易産業省では、企業の研究開発の国際比較等を行い政策立案の基礎とするために毎年

研究開発スコアボードを作成している（今回で 回目 。今回は研究開発投資に関して、14 ）

世界上位 社および英国内の上位 社を基礎としてデータの比較を実施している。700 700

まず、世界の上位 社の割合は米国（約 ％ 、欧州（約 ％）およびアジア太平700 40 36）

洋（約 ％）である。25

このうち、英国は 社であり、米、日、独に次第 位の位置を占めている。なお、世界41 4

の上位 社を見てみると、１位はフォード（約 億ポンド 、２位にＧＭ、３位にはダ12 42 ）

イムラークライスラーと続き 日本企業ではトヨタ ５位：約 億ポンド 松下電器 ７、 （ ）、 （35

位 がランクインしている 英国企業では製薬企業のグラクソスミスクラインが１１位 約） 。 （

億ポンド）にランクインしている。28

英国内に目を向け、分野別の投資額を見てみると製薬・バイオ企業が約 、航空・40%

防衛が約 ％、自動車が約７％を占めており、これは世界的な傾向（ 自動車、製薬：12 IT,

いずれも ％前後のシェア）と比較して大きな違いが見られる。また、特に航空・防衛18

分野における研究開発強度（売上高に占める研究開発投資の割合）が世界的な傾向に比べ

。 ． （ ．高い値を示している 一方で全産業で見たときの研究開発強度は英国が２ １％ 世界４

２％）であり、近年停滞傾向にある。

参考までに英国企業の研究開発投資上位 社（ 年現在）は以下のとおり。12 2003

・グラクソスミスクライン（製薬：２８億ポンド）

・アストラゼネカ（製薬：１９億ポンド）

・ システムズ（航空・防衛：１１億ポンド）BAE

・ユニリバー（食品産業：８億ポンド）

・ （通信：３億ポンド）BT

・ロールスロイス（自動車：３億ポンド）

・マルコーニ（通信機器：２億ポンド）

・ （石油・ガス：２億ポンド）BP

・アマーシャム（健康：２億ポンド）

・ロイター（メディア：２億ポンド）

・ボーダフォン（通信：２億ポンド）
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３．英国の産業技術の重点課題と技術プログラム

ブレア政権における研究開発重点分野として、 年 月、産業分野における研究開2004 11

発の以下の重点分野が発表された。これに基づき、技術開発を行うための共同研究開発プ

ログラムが設置された。これは共同研究開発（ 及び ）及び知識移転計画から構TP LINK

成されるものである。

○設計、シミュレーション、モデリングのためのコンピューティングツール開発

○マイクロ・ナノテクノロジー

○広範普及型コンピューティング（ユビキタス）

○廃棄物管理・低減化技術

○知能材料

○バイオベース産業製品（水やエネルギーの消費の少ない製造技術等）

○エネルギー技術

○イメージング技術

○オプトエレクトロニクス及び革新的電子技術（革新的光通信技術）

（１）Technology Strategyについて

2003年末に発表された「イノベーションレポート」において、優れた英国の科学基

盤を企業のニーズにマッチさせ、企業のイノベーションにさらに活用すべきであると

の提言がなされ、これに伴い、技術戦略プログラムの創設と2007年度までの３年間で

３億２千万ポンド（約640億円）の支出が決定された。技術戦略は政府から独立した

（ 、 ） 。技術戦略委員会 委員長Spittle IBM Hursley 研究所長 が策定することとされた

この技術戦略は企業版Foresight（Holizon Scanning）といえるべきものであり、以

下の項目についての戦略が今後策定されていくこととなる。

・企業の実施すべき優先的技術課題

・研究会議の技術移転の効率性

・政府の規制及び調達方針

・技術革新のための地域レベルでのメカニズム

・FP7における英国のプライオリティ

（２）個別プログラム

技術戦略の策定に先立ち、DTI内に「技術プログラム」が創設された。これは共同研

究開発及びネットワーク作りの２本柱のプログラムに対して必要な支援を行っていくもの

である（2005～2007で総額３億２千万ポンド 。）
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① 共同研究開発（従来のLINKプログラムも統合）

上記技術分野に官民双方から資金を出し合い（政府の支出は25%～75%）実施する研究

開発。企業間の共同研究と、従来の産学連携であるLINKプログラムがある。

② 知識移転ネットワーク（従来のファラデーパートナーシップを統合）

複数の企業がアイデアを共有し、技術革新を行うことを容易にするための情報ネット

ワークの構築。 当該分野の最新情報、特許情報、報告書やディスカッションレポートを

関係者に提供する。現在は燃料電池フォーラムが立ち上げられ、関連情報の交換が実施さ

れている。

LINK（参考）フォーサイト

年に発表されたフォーサイト（技術予測）の優先分野の研究を促進するために創1995

設された助成システムである「フォーサイト・チャレンジ制度」と従来からあった産学協

同研究助成システム「 」を統合した制度で、フォーサイトの優先分野における企業LINK

と大学の共同研究に対し、政府が研究費を一部負担し、共同前段階の研究を促進すること

を狙いにしている。本制度は、参加企業からの資金拠出及び企業と大学との共同研究体制

が構築されていることが前提条件となっており、大学にとっては、資金獲得の面からも産

学連携に強いインセンティブが働く制度となっている。

（２）その他の共同研究プロジェクト

○ファラデー・パートナーシップ

年に 世紀の物理学者マイケル・ファラデーに因んで 及び研究会議が創設1997 19 OST

した制度で、産学の連携を促進し、革新的な技術を開発することを目的としている。具体

的な助成としては、大学、研究機関、民間企業が人的、資金的なネットワークを形成し、

これに対し、研究会議から研究費の助成、貿易産業省からネットワーク及びコアの運営費

及び成果の普及経費が助成される仕組みとなっている。

４．英国の産学連携進展の経緯

○ 年代のサッチャー政権による大学改革（研究評価に基づく厳格な資金配分システ1980

ム、ポリテクニックの大学への格上げ）と財政緊縮→政府の補助金の削減により、大学が

政府以外からの研究資金獲得に努力。

○多数の民間企業が大学の研究成果、技術コンサルティングに着目→大学隣接のサイエン

スパークが各地で作られる。

○ 年代に科学技術庁（ ）の設置、 の貿易産業省への移管→科学技術政策と1990 OST OST

産学連携施策のマッチング、政府による積極的な産学連携施策の展開

○ケンブリッジ大学、オックスフォード大学、インペリアルカレッジなど研究評価のラン
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クが高い大学が政府から研究グラントを大量に集める。→大学間のレベル差が広がり、有

名大学を中心に産学連携が拡大。

５．知識移転の主な支援策

英国においては、以下の施策を中心に技術移転、スピンオフ企業の育成に力を入れてい

る。

（１）知識移転プログラム

① 高等教育技術革新資金（ ： )Higher Education Innovation Fund HEIF

大学が産業界との連携する能力を高めることを目的に 年に創設された産学連携の2001

施策（第１ラウンド ～ 年、現在第２ラウンド実施中）であり、具体的には、産2000 2004

業界と共同研究等の枠組みで戦略的かつ大型の連携をしている大学の研究施設やイノベー

。 。ションセンターの整備に助成する枠組みである 第１ラウンドでは 百万ポンドを投資80

年度予算（ ）は約 百万ポンド。2005 HEIF-2 90

② 科学企業チャレンジ（ ）Science Enterprise Challenge: SEC

年に開始した制度で、従来の大学のミッションである教育、研究に加え、産業界1999

に対する技術移転を大学の第３のミッションとするため、英国の主要な大学内に のサ12

イエンス・企業センターを設置し、以下の３つの事業を行うため、 年度までに 百2003 45

万ポンドを投資。

・学生に対し、起業家精神を植え付けるとともに、企業化システム等を教育する。

・ビジネスに役立つアイデア、ノウハウを生み出す。

・大学の研究者により生み出された革新的なアイデアを企業化するためのスタートアップ

を支援するなど、ベンチャー企業の育成を促進する。

③ 大学チャレンジ（ )University Challenge

本制度は 年に政府とウェルカムトラストが合同で設立した制度で、大学等の初期1998

段階の研究成果を産業化手前までの段階に結びつけるため、大学研究者の基礎研究成果を

基に、その開発リスクを資金的に支援し、研究者のコンセプトを実現させる制度である。

対象は大学で公募形式により選抜され、原型モデルの試作までの経費及びスピンオフ企業

設立にあたっての市場検討などの経費が賄われる。本制度は産学連携と言うよりも大学の

スピンオフ企業を積極的に設立させるための呼び水となっている。 年度までに 百2003 45

万ポンドを投資。

④ 公共研究機関探索基金（ ：ＰＳＲＥＦ）Public Sector Research Exploitation Fund

2001べーカーレポートを受けて、研究成果の市場化を促進するために設立された基金。
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10 15 NHS 15 2004年に 百万ポンドが 研究機関及び の のトラストに配分された。また、

年からの第２ラウンドでは 百万ポンドが配分されている。15

⑤ケンブリッジーＭＩＴ研究所（ )Cambridge-MIT Institute

英国の大学の起業家精神を育成し、英国の競争力及び生産性を高めるため、世界的にス

ピンオフ企業の創生で名高いＭＩＴと英国で最も科学技術研究で成果をあげているケンブ

リッジ大学との間に協力関係を構築し、研究人材の交流や産業界を含めた共同研究を実施

することを目的に 年７月に設立。費用は、５年間に渡り英国政府が ％（ 百万2000 80 65

ポンド 、英国産業界が ％（ 百万ポンド）を負担する。具体的なプログラムは以下） 20 16

の通り。

・共同研究

・大学院生に対する教育プログラム

・職業訓練（ベンチャー企業育成プログラム）

・全国競争力ネットワーク（ＮＣＮ ：上記３つのプログラムの成果を英国の他の大学に）

普及するプログラム

なお、上記の各種制度の他に、スコットランド、ウェールズ、北アイルランドの各行

政府は独自に知識移転計画を行っている。 なお、現在実施されている第２ラウンドの

は、ユニバーシティチャレンジ（大学等の研究成果の開発リスクを支援し、コンHEIF-2

セプトを産業化手前まで持っていく制度 、科学・企業チャレンジ基金（ の主要大学内） 12

にサイエンス・企業センターを設置し、企業化教育、アイデア育成、スタートアップ企業

支援などを実施 ）も包括した総合的な知識移転スキームとなっており、政府は、このス。

キームをデュアルファンディングに続く資金の第３の流れと位置づけている。

（２）その他

① ＣＡＳＥ（ )Cooperative Awards in Science and Engineering

英国政府が推進している制度で、大学が大学院の学生を１～３年間にわたり民間企業に

派遣し、当該企業のプロジェクトに参加させ、大学が民間企業と共同でそのプロジェクト

の推進にあたる。民間企業は学生に年間３千ポンド、大学に 百ポンド支払い、人件費15

等の費用に関しては政府から大学に対し奨学金が支給される。本制度では、企業が自らの

ニーズに合った研究プロジェクトを確定し、その目的に合致した大学や学生を自らの裁量

で選定することができる。なお、本制度については、英国の大学と共同研究を行っている

日本企業も積極的に活用している。

② ＴＣＳ（ )Teaching Company Scheme
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年に と が創設した歴史のある産学連携制度で、修士レベルの学生に企1975 DTI EPSRC

業での研究経験を積ませるとともに、企業が学生を受け入れることにより親元の大学から

最先端の研究成果を学ぶことを狙いとした制度である。具体的には、学部を卒業した修士

コースの学生が主に ～ ％を企業での研究活動にあてるため、学生にとっては実務と80 90

しての研究を行うことが可能となり、企業にとっても新製品開発の上での技術的課題など

を学生の所属する教授等からアドバイスをもらうことが期待できるなど学生、企業に相互

利益がある。なお、 の学生の中でも優秀な学生は、非常に好待遇で当該企業に就職TCS

している例が多い。また、⑥の が大企業が多いのに対し、 は大学周辺の研究CASE TCS

開発型小企業が多く活用している。

６．スピンオフ企業

HEFC 2002 177によれば 年度には大学の研究成果を基にしたいわゆるスピンオフ企業が

設立された（前年度 。総売上は 百万ポンド。また、知的財産の売却による収入199 242）

は 百万ポンド（前年度 百万ポンド 。コンサルタント業務収入は 百万ポンドに37 47 138）

のぼる。さらに、特許登録件数は （前年度から倍増）に及ぶなど、近年ではスピンオ371

フ企業の設立ならびに業績についても右肩上がりの伸びを見せているところである。

７．日本企業と英国の大学との連携

（１）日英産学連携の現状

日本企業と英国の大学との共同研究は、非常に活発に行われており、 現在、 社以100

上の日本企業が英国の大学との間で共同研究等の協力関係を構築するなど、日本の対英投

資の要因にもなっている。また、日本の対ＥＵ投資の約 ％は英国であるが、共同研究40

の比率もほぼ同じと言われている。なお、最近、日本の製薬会社が、英国内の大学と共同

研究を活発に行っているが、その理由としては、ロンドン大学をはじめとする世界有数の

研究機関が存在することともに、ロンドンに欧州医薬品審査機関（ ）が設置されてEMEA

いるため、前臨床研究開発等の研究成果を審査に即反映させることができることなどのメ

リットがあることがあげられる。

現在、行われている日本の企業と英国の大学の連携は以下の通り。

①ケンブリッジ大学

○日立製作所・日立ケンブリッジ研究所

キャベンディシュ研究所マイクロエレクトロニクスセンター（所長：アーメード教授・

コーパスクリスティーカレッジ学長）との間で光エレクトロニクス、ナノエレクトロニク

スの共同研究を実施。
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○東芝ケンブリッジ研究所

ケンブリッジ大学キャベンディシュ研究所との間で量子情報技術の共同研究を実施。

、 。 、これまでに 同研究所の成果を元にスピンオフ企業である を設立 所長はTera View Ltd

ペッパー・ケンブリッジ大学物理学科教授

②オックスフォード大学

○シャープ・オックスフォードセンター

液晶、画像技術の研究開発、ファジー制御電子レンジ等の製品モデルの開発

○凸版印刷・オックスフォード・トッパンセンター

、1997年に凸版印刷とオックスフォード大学材料学科が共同で設立した研究センターで

食品包装材に応用する層状ナノ複合材料の研究等を行っている。

○山之内製薬：新薬研究

③ロンドン大学

○エーザイ

ユニバーシティー・カレッジ（ ）内に同大学と共同研究センターを設置し、老化プUCL

ロセスの研究、脳内化学作用の研究等を実施し、自社薬品の開発を目指している。

○三菱化学

インペリアルカレッジと包括的な共同研究契約を締結しており、 年にオープンし2001

た同カレッジ遺伝子治療研究センターで、分子レベルの遺伝子治療研究を実施している。

④レディング大学

○ＮＥＣ：デジタル自動車携帯電話の研究

⑤クランフィールド大学

○ＴＤＫ

は、 年代後半より、新材料の開発を目的にクランフィールド大学に研究者をTDK 1980

派遣して共同研究を行ってきたが、 年にナノテクノロジーに焦点をあてたグランフ1997

ィールド大学 ナノテクノロジー研究所を設立。TDK

○日産自動車ヨーロッパ技術センター
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クランフールド大学所有の飛行場の一部を転用して設立されたテクノロジーパークに位

置し、英国のサンダーランドで生産される日産自動車の設計、デザインの拠点となってお

り、クランフィールド大学との共同研究も同センター設立当時から幅広く行われている。

⑥エジンバラ大学

○藤沢薬品工業：エジンバラ大学に藤沢神経科学研究所を設立

○興和新薬：過敏性大腸症候群の研究

⑦グラスゴー大学

○吉富製薬：グラスゴー大学に吉富神経科学研究所を設立

⑧ヘリオットワット大学

○金門製作所：二酸化炭素センサの開発

（２）日本の企業が英国の大学との連携を強化している要因

①英国で研究を行う魅力

・英国の基礎研究の国際的な評価が高く、新たな発見やアイデアを生み出す力がある。

・研究者が高い柔軟性を持ち、硬直化した階層性を打破している。

・英国の大学が幅広い柔軟性と自由を維持している。

・科学的熱意を持った質の高い研究学生のサポートが得られる。

②日本の企業がケンブリッジ大学に研究所を置いている理由（ケンブリッジに研究拠点を

有する日本企業からヒアリングした結果）

・ケンブリッジが英国に於ける科学研究のセンター機能を担っていること。

・優れた研究人材の協力が得られること及び研究者ネットワークが構築されているこ

と。

・産学連携に対する政府の助成が積極的に行われており、ケンブリッジ大学がその受

け皿になっていること。

・ケンブリッジには、サイエンスパーク、ビジネスパークなど研究開発の基盤、シス

テムが整っていること。

・研究費を出せば、自由に研究施設、ライブラリーが使えること（日本の大学の場合

は、企業は金を出しても自由に研究施設が使える訳ではない）
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８．英国のサイエンスパーク

（１）概況

、 、 、現在 産学連携 インキュベーションにおけるサイエンスパークの果たす役割は大きく

英国内のインキュベーションの約 ％はサイエンスパークで行われている。40

英国で最初のサイエンスパークは、 年に建設されたケンブリッジ・サイエンスパ1971

ークであるが、 年代はその役割の重要性が十分に認識されず、オックスフォードや1980

エジンバラなど一部の大学の周辺で整備される程度であった。しかしながら、 年に1990

入り、大学、地方自治体及び民間企業がサイエンスパークのインキュベーション機能、産

学連携拠点としての役割に注目し、各大学の周辺に規模の差はあるもののサイエンスパー

クの整備に着手し始め、 年現在で サイエンスパークが設立され、のべ 社が2003 62 2200

入居し約 名の雇用を創出している。特に、ケンブリッジ、オックスフォード大学周47000

辺には 社を越える研究開発型企業が立地しており、４万人以上が従事している。1000

年前半までのサイエンスパークの整備の殆どは、公的機関である各地の地域開発1990

公社（ )が大学の協力を得て行っきた。なお、最近では、イRegional Development Agenncy

ンキュベーションサービスの充実、運営面の効率化を目的として、 方式により、サイPFI

エンスパークの運営を民間に委託する例もある。

（２）サイエンスパークの定義

英国サイエンスパーク協会（ )の定めているサイThe UK Science Park Association:UKSPA

エンスパークの定義は以下の通り。

・スタートアップ、インキュベーションを支援・促進を目的

・国際的なビジネスが大学等の知識創出のセンターと緊密な連携を構築するための環境

を提供することが可能

・ＩＴやビジネスサポートなど知的インフラストラクチャーが整備されていること

・技術移転やビジネススキルのマネージメント支援が可能なこと

（ ） （ ）【 】参考 ケンブリッジ及びオックスフォードの産学連携の統計 数字は企業数 要修正

ケンブリッジシャー オックスフォードシャー

化学・生命科学 １８ ３８

エレクトロニクス １３４ １０１

コンピュータサービス ３００ ２０７

データ処理 ６２ ３２

機械工学 １１４ ８５
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英国の主なサイエンスパークと関連する大学或いは研究機関

Aberdeen Science and Technology Parks Univ of Aberdeen

Aston Science Park Univ of Birmingham

Birmingham Research Park

GVA Grimley

( )Bangor Innovation & Technology Centre Univ of Wales Bangor

Brunel Science Park Brunel University

年設立Cambridge Science Park Cambridge University 1971

同上St John's Innovation Park

同上Cambridge Research Park

同上Granta Park

Cardiff Business Technology Centre Cardiff University

Chilworth Science Park Univof Southampton

Farnborough Innovation Centre

Coventry University Technology Park Coventry University

Cranfield Technology Park Cranfield University

Durham University Science Park Durham University

Edinburgh Technopole Edinburgh University

Harwell International Business Centre Oxford University,UKAE

成立Heriot-Watt University Research Park Hariot-Watt Univ 1971

Pentlands Science Park Heriot-Watt Univ

Manchester Science Park Univ of Manchester

Newlands Science Park Univ of Hull

Nottingham Science & Technology Park Univ of Nottingham

Porton Down Science Park Salisbury Univ

Preston Technology Management Centre Univ of Central Lancashir

Scottish Enterprise Technology Park Glasgow Univ

Sheffield Science & Technology Park Univ of Sheffield

South Bank Technopark

Staffordshire Technology Park Staffordshire Univ
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Stirling University Innovation Park Stirling Univ

The Surry Research Park Univ of Surry

Swansea University Innovation Centre Swansea Univ

Univ of Reading Science & Tech Centre Univ of Reading

University of Warwich Science Park Univ of Warwick

West of Scotland Science Park Glasgow Univ

同上Hillington Park Innovation centre

特になしWestlake Science & Technology Park

Winfrith Technology Centre Boumemouth Univ,UKAEA

Wolverhampton Science Park Univ of Wolverhampton

York Science Park Univ of York

The University of Bristol & Bath at Qwest Univ of Bristol

Cane Hill Science&Business Park

The London Science Park at Dartford North West Kent College

Innovation Science Park Middlesex Univ

Lee Vally Technopark Imperial College

Medway Campus Univ of Greenwich

Norwick Research Park Univ of East Anglia

Roslin BioCentre Roslin Institute

Tamar Science Park Univ of Plymouth

ANGLE Technology Ltd Univ of Surry

Malvern Hill Science Park Univ College Worcester

Northern Ireland Science Park Queen's University

Culham Science Park UKAEA

Sunderland Science Park University of Sunderland

Leeds Innovation Centre Univ of Leeds

The Deep Business Centre Univ of Hull

Cheshire Innovation Park Univ of Liverpool

Sittingbourne Research Centre

Rosyth Europarc Business Innovation Centre

Univ of Ulster Science Research Praks Univ of Ulster
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９．研究開発税制について

英国における研究開発税制は特に中小企業に対して有利な制度設計になっており、イノ

ベーション創出に向けた活動の支援を積極的に行っている。

（１）対象となる研究開発

「科学あるいは技術の進歩を目的に科学的・技術的な不確定性を解決するための作業」

であり 「進歩」には新たな、あるいは改良された製品、工程及びサービスを含む。デザ、

インや情報の発明は研究開発の対象ではない。

（２）対象となる企業

年間 ポンド以上を研究開発に支出する企業全てが対象であり、課税対象利益から10000

以下の控除が認められる。

・中小企業： 支出の ％R&D 150

・大企業： 支出の ％R&D 125

（中小企業とは 人未満の従業員かつ年間売上げ５千万ユーロ未満の企業をいう ）250 。

（３） 支出に含まれるものR&D

・専任スタッフの給与等

・派遣スタッフの給与等

・原材料費

・光熱水料、ソフトウェア

（固定資産の購入は対象外：別途損金として ％の研究開発引当の算入可能 ）100 。

（４）中小企業への特例

中小企業に対しては控除率が優遇されているほか、以下の特例がある。

、 。①利益が出なかった場合には 支出１ポンドあたり ペンスの払戻を受けられるR&D 24

②下請けの 支出も含めて控除可能。R&D

③ の技術プログラム等、政府等によるグラントを受けている 活動には中小企DTI R&D

業の控除率優遇は適用されない （大企業の控除率で計算することとされている ）。 。

④ から得られた知的所有権は自社で保有しなければならない。R&D
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Ⅹ．知的所有権

１．知的所有権の取扱い

英国における研究成果等の知的所有権は、英国特許法第３９条に基づき、雇用主に与え

られることになっている。ただし、研究成果の普及、技術移転の促進のため、研究会議及

び大学において、その取り扱いに多少の違いがある。

Article 39 Right to employee's Inventions

1 Notwithstanding anything in any rule of law,an invention made by an employee shall( )

,as between him and his employer,be taken to belong to his employer for the purpose of

this Act and all other purpose if-

a it was made in course of the normal duties of the employee or in the course of duties( )

falling outside his normal duties,but specifically assigned to him,and the circumstances

in either case were such that an invention might reasonably be expected to result from

the carrying out of his duties;

or

b the invention was made in the course of the duties of employee and,at the time of( )

making the invention,because of nature of his duties and the particular

responsibilities arising from the nature of his duties he had a special obligation to

further the interests of the employer's undertaking

2 Any other invention made by an employee shall,as between him and his employer,be( )

taken for those purposes to belong to the employee.

（１）医学研究会議（ＭＲＣ）

①研究成果等の帰属先

ＭＲＣ所管の研究機関については、雇用されている研究者が生み出した特許権、データ

ベースの著作権などの知的財産権及び研究データ、研究資材等の研究成果物は全て研究機

関に帰属することになる。

②権利の帰属先を決定するための手続き

英国特許法を踏まえ、各所管研究機関及びＭＲＣの技術移転会社であるＭＲＣＴが雇用

している研究者が生み出した知的財産権であることを確認した上で、各研究機関の帰属と

決定。

③研究者が異動する際の権利の帰属先及び手続き

研究者がＭＲＣ所管の研究機関を辞め、別の仕事に移った際も知的財産権は研究機関に
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残ることになるが、研究材料等については、当該研究者が所属している期間に使用してい

たことを特定した上で材料移転協定（ )を研究機関と研究者のMaterials Transfer Agreement

間で締結し、次の仕事先に持ち出すことを許容することがある。この協定では、研究機関

で使っていた材料を基に次の仕事先で新たな知的財産権を生み出した場合には、その所有

権を当該研究者に帰属することを認めるが、前職の研究機関の許可及び適切な特許料収入

の分配の取極めがなければ商業化することはできない仕組みになっている。

なお、研究機関に残存する知的財産権と新しい知的財産権の関係は複雑な場合が多く、商

業化の許可や特許料収入の分配はケースバーケースになることが多い。

④研究上知り得た秘密の保護義務の有無と根拠となる規則

ＭＲＣにおいては、研究上の秘密保護は大きな問題としていない。研究上の秘密保護に関

する法律もなく、敢えて言えば、研究機関の職員規則に委ねることになる。

⑤知的財産権を専門に取り扱う組織

ＭＲＣ所有の知的財産権については、ＭＲＣの技術移転会社であるＭＲＣＴが取り扱う

ことになっている。

⑥その他

ＭＲＣの所管研究機関には、雇用している研究者の他に外部のグラントにより研究を行

っている訪問研究者がいるが、当該研究者がＭＲＣで研究している間に発生した知的財産

権については、当該研究者の雇い主とＭＲＣの間で知的財産権の配分及び特許料収入の配

分を決めることとしている。

（２）バイオテクノロジー・生物科学研究会議（ＢＢＳＲＣ）

①研究成果等の帰属先

ＢＢＳＲＣ所管の研究機関で発生した知的所有権については、その種類を問わず全てＢ

ＢＳＲＣにいったん帰属することになるが、その後、所管研究機関に移管し、技術移転を

促すことにしている。

②権利の帰属先を決定するための手続き

英国の法律は、知的財産権の帰属を雇い主に認めているため、政府機関であるＢＢＤＲ

Ｃにおいても自動的に全ての権利をＢＢＳＲＣに帰属せしめている。なお、手続きに関す

る内規はない。

③研究者が異動する際の権利の帰属先及び手続き

そもそも知的財産権は研究機関に属するため、研究者が別の機関に異動した場合に、研

究者には知的所有権を主張する権利は与えられていない。ただし、ノウハウについては、

内容次第であるが、研究者に属するものとして認めることがある。また、研究者が異動先

で先に所属していた研究機関の知的財産権を使用することを希望する場合には、法的契約

を締結した上で許容することはあり得る。

④研究上知り得た秘密の保護義務の有無と根拠となる規則

研究上の秘密保護の法律は存在しない。なお、ＢＢＳＲＣの職員規則に守秘義務規定が
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ある。

⑤知的財産権を専門に扱う組織

には知的財産権を専門に扱う「 」がある。また、所BBSRC Business and Innovation Unit

管の各研究機関にも知的財産権を取り扱うスタッフを備えた「 」を置いてBusiness Office

いる。

⑥その他

においては、契約研究者と雇用研究者の２つのパターンがあるが、ＢＢＳＲＣBBSRC

の資金、研究資材を用いて研究を行っている限り、知的財産権の取り扱いに違いはない。

ただし、契約研究者が外部の資金、例えば企業から研究費を受けて で研究を行っBBSRC

ている場合には、当該企業との契約で知的財産権を企業に譲ることがある。

（３）ケンブリッジ大学

英国の大学においても、政府機関同様に英国特許法に基づき、大学研究者の雇用主であ

る大学に研究成果が帰属することになる。ケンブリッジ大学は、 年までは、研究者2000

のインセンティブを高めるため、大学、学部、研究者の間で一定の割合で研究成果を共有

する例があるなど知的所有権の扱いが不透明であったが、 年より、研究グラントな2001

ど外部資金による研究成果は全て大学に帰属させ、研究者に寛大な報酬を与えることで一

元化した。

なお、ケンブリッジ大学の理工学系の学部は企業からの資金により研究を行い、その成

果を商業化することを一つの柱としているため、企業から大学に対し、間接経費（人件費

の ％）を含め研究費の全額が支出された場合には、その研究から生まれた知的財産権70

は、大学及び研究者個人ではなく全て企業に譲り渡すことが多い。また、企業に対して独

占的実施権を与える場合には有償とするが、非独占実施権を与えた場合には、無償とする

が一定期間内に実施しない場合には、返還させることとしている。

その権利の商業化については、技術移転専門に大学が設立した企業であるケンブリッジ

大学技術サービスが取り扱い、特許料収入は、研究者個人、学部、大学に均等配分される

ことになる。

（４）オックスフォード大学

オックスフォード大学においては、これまで各学部の裁量で研究成果の帰属が決まって

おり、研究者帰属の例が多かったが、 年より、原則、大学所属研究者の研究成果は2000

。 、 （ ）大学に帰属させることとしている また 企業からの研究費 間接費が総コストの ％100

については、企業帰属を認めている。
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２．論文

論文は基礎研究の成果を表す重要なファクターであり、中でも論文数及び被論文引用回

数は、その国の科学技術力を図る上で重要である。

まず、論文数において、英国は、戦後から 年まで米国に次ぐ世界第２の地位を占1990

めてきたが、日本に抜かれ世界第３位になり、 年には独国にわずかながら抜かれ、1999

現在、世界第４位の地位（世界シェアーの約９％）になっている。

しかしながら、論文の質の高さを示す被引用論文回数は、 年時点で世界シェアの2003

、 、 。 、約 ％を占める世界第２位の地位を維持しており 独国 日本を引き離している また12

英国は、米国同様に、被引用論文回数のシェアが、論文シェアを上回っており、日本やフ

ランスのような論文シェアの方が高い国と比べ、質が高く影響力の高い論文が多数出され

ていると言える。なお、研究者人口格差（英国の研究者数は米国の５分の１以下）を考慮

すれば、英国は米国と並ぶ研究成果を輩出しているとも言える。

英国の分野別引用論文数を下記に表すが、ライフサイエンス系の論文の割合が約６割を

占めていることがわかる。

＊ － 年までの集計値1999 2003

医学 ３８．３％

物理学 １８．３％

生物学 １７．９％

工学 １１．８％

環境 ６．８％

その他 ６．９％

３．特許【要修正】

一般的に特許出願が多くなされている国は、企業等の研究開発が活発な国であると言わ

れており、特許登録件数が多い国は、有用な発明が数多くなされている国と見なすことが

2000 WIPO 60できる 英国の特許出願件数は 年の世界知的所有権機関 の統計では 約。 （ ） 、

万件となっており、米国（ 万件 、日本（ 万件 、独（ 万件）に次ぐ、世界４位377 113 98） ）

となっている。

さらに登録数で見てみると、日本（ 万件 、米国（ 万件 、独（８万件 、仏（４万19 18） ） ）

件）に次ぐ約 万件を登録しているところである。2

また、英国は、外国出願、登録割合が約９３％と高く、また、被出願国としても、外国

人出願数が世界一であることに見られるように非常に高い地位を占めている。
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ⅩⅠ．科学技術への国民参加
英国においては、この数年間、 、生命倫理問題（ヒトクローン、ＥＳ細胞研究、GMO

ヒト遺伝子の個人情報など）或いは狂牛病、口蹄疫など人に感染を及ぼす可能性のある疾

病に対する政府の科学的解明の欠如等により、科学に対する関心或いは漠然とした脅威が

高まりつつあり、マスメディアで取り上げられる機会も増大している。また、一般国民に

対する政府の科学的アカウンタビリティが高まるのと同時に議会においても、国民と科学

の乖離に危機感を持ち 「科学と社会」という視点で活発な議論がなされている。、

また、政府のグラントの中でも研究会議（ )のグラントを受ける研究Research Councils

者は、契約の中で研究成果をなんらかの形で国民に説明する義務を付加するなど具体的な

取り組みを行っている。

１．英国民の科学技術に対する意識

（１）国民の科学技術に対する関心度

年１月にウェルカムトラストが実施した調査（ 歳以上の英国民 人に対する2000 16 1800

インタビュー調査）では 「４分の３の割合で科学の進展に当惑している」と答えている、

一方 「３分の２が科学技術により、人類の生活が豊かになるとともに医療・健康の増進、

がなされている」と考えている。

科学者や技術者は社会に貢献していると考える ８４％

科学の発展により国際競争力が高まると考える ８０％

科学の進展に当惑している ７５％

すぐに成果はでなくても基礎研究への投資は必要である ７２％

科学技術により人類の生活、医療・健康の増進が図られると考える ６７％

科学者は危険を考えずに自らの研究を押し進めていると考える ５０％

科学は害より利益を生み出すと考える ４３％

また、同調査で取りまとめた国民の分野別関心度は以下の通り。

英国民の分野別関心度合い

項 目 非常に関心がある ある程度関心 関心なし

健康問題 ５２％ ３９％ ９％

新しい医療技術の発見 ４６ ４１ １３

教育 ４０ ３９ ２１



- 68 -

環境問題 ３５ ４７ １７

福祉 ３２ ４６ ２１

スポーツ ３２ ２８ ３９

発明・新技術 ２４ ５０ ２６

新しい科学的発見 ２２ ４９ ２８

経済 １７ ４１ ４０

国際問題 １６ ４５ ３８

政治 １５ ４０ ４５

エネルギー・原子力発電問題 １２ ３６ ５１

（２）国民の科学技術に対する態度分類

前記ウェルカムトラストが実施した調査結果をクラスター分類等をした結果、以下の６

つのグループに集約。

① （確信的信奉者）The Confident Believers

サンプル全体の ％を占めており、教育程度が高く、英国南部に居住している人が多17

い。科学への関心及び規制システムへの信頼が高い。

② （技術信奉者）Technophiles

、 、 、全体の５分の１を占めており 科学者への信頼が高く 科学に対する教育程度が高いが

政治家に対しては懐疑的である。

③ （支持者）The Supporters

全体の ％を占めており、若年層の割合が高く、科学技術の成果に当惑しているが、17

その急速な進展に対処できるとの自信をもっている。

④ （懸念者）The Concerned

全体の ％と最も小さなグループであるが、そのうちの ％を女性が占めており、様13 60

々な問題について関心を持っているが、中でも科学が自分たちの子供にとって重要である

と認識している。

⑤ （分からない）Not sure

全体の ％で、収入、学歴のような社会的地位が低く、反科学でも親科学でもない。17

⑥ （自分の問題ではない）Not for me

全体の ％を占めており、 歳以上の高齢者、単純女性労働者、比較的若手の技能労15 65

働者である。上記「分からない」グループと同様に、科学のみならず他の話題についても

関心が低い。ただし、科学の将来における重要性については否定していない。

２．英国議会上院の「科学と社会」レポート

年に上院科学技術委員会がとりまとめた「科学と社会： （ジャ2000 Science and Society」
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ンキン小委員会委員長）は、国民の科学技術に対する理解を増進する上での問題点及び必

要な方策を綿密な調査、徹底的な審議を基にまとめられており、国内で高く評価されてい

る。

「科学と社会」でまとめられた５つの総合課題

・科学者と国民の間に新しい対話文化を創出する必要性

・国民の価値観と姿勢に注意を向ける必要性

・政府への科学的助言に対する国民の信頼が揺らいでいるおり、早急な対応が必要。

・科学技術分野の助言、政策決定を行う全ての機関が、開放的で透明性のあるアプ

ローチを採用する必要性

・科学者とメディアが建設的な相互協力を行う必要性

なお、上記上院科学技術委員会が取りまとめた報告書に対し、英国政府は、アクション

プランを含めた回答を上院に提出しているが、その内容は以下の通り。

上院の勧告報告書の内容と政府の回答

１）国民の科学理解

○科学者に対するコミュニケーションに関する訓練の奨励

→訓練ガイドライン作成及び科学コミュニケーションに関するワークショップを開催

○研究成果を国民と共有することの奨励

→広範なプログラムによる研究内容の普及及びグラントを受けた研究者の理解増進活

動の義務付け

○科学博物館と研究センターの連携強化

→既実施計画に加え、さらに連携強化

○科学情報のポータルサイトの作成

→実行中

○女性の科学理解を深めるための特別イニシアチブに対する予算継続

→女性の進出を拡大するためのインターネットサイト（日常生活の科学について議論

するフォーラム、分かりやすい言葉で解説する科学など）に対し、資金投入。

２）不確実性とリスクのコミュニケーション

○政府による国民のリスク情報受容度に関する研究推進

→既にリスクコミュニケーションの指針に組込み済。

３）国民参加

○国民との直接対話を科学を基盤とした政策決定志向に
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→政策決定プロセスの様々な段階で、多様なグループから効果的なインプットが得ら

れるような仕組みを導入する。

○政府主導のＥＵ・国際レベルにおける科学課題に関する国民との対話促進

→科学コミュニケーションの最善実施例を交換し合うフォーラムとして 「欧州、

科学フェスティバル連合」を設置するようＥＵに働きかけ

○プロジェクト優先順位決定などの作業への国民参加を拡大

→将来の優先課題の大まかな枠組み決定に役立つ意見の収集活動への参加拡大

４）学校における科学教育

○小学校の科学教育時間を短縮すべきではない

→教師による学科間連携の奨励。また、科学教師が専門知識の開発ができるように小

中学校の科学教師の支援を強化していく。

○過度の安全規制により生徒の興味を引く科学実験が妨げられている。適切な対応を

講ずるべき。

→学校の科学実験室の改修に６千万ポンドの予算配分

５）科学とメディア

○報道苦情委員会は、編集者を対象とした王立協会のガイドラインを採用すべき。

→政府としても、同ガイドラインを支持し、メディアや科学界に奨励する。

３．研究会議の取組み

冒頭において、研究会議がグラント支給対象の研究者に国民への研究内容の説明を義務

づけている旨述べたが、ここでは、各会議の具体的な対応を記す。

BBSRC（１）

助成を与えた科学者全員に、科学への認識、評価、理解を深めることに役立つ活動を実

施することを義務づけ。

PPSRC（２）

助成を与えた研究者に、助成金の最高１％までをアウトリーチ（普及）活動に支出する

よう奨励している。

また、提供できる話題をもつ研究者を対象に、無料でメディア訓練に参加する機会を提

供。

MRC NERC（３） 及び

両評議会の助成の条件として、研究者が科学コミュニケーションに貢献することを義務

づけており、助成に対する審査が実施される時或いは研究成果の評価の際に、科学コミュ

ニケーションへの貢献の評価がなされることが規定されている。
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また、 は傘下の研究機関に対しては、研究者個人の昇級基準の一つとして科学コMRC

ミュニケーションへの貢献を採用している。

EPSRC（４）

を設け、助成を与える研究者に国民との研Partnerships for Public Understanding Awards

究の共有を義務づけている。また、助成応募者全員に普及のための戦略を明確に示すこと

を義務づけており、応募審査もこの基準に照らして行われる。また、助成金の最高５％ま

でを学会に属さない人を対象にしたアウトリーチやコミュニケーションに支出することが

できる。
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ⅩⅡ．国際協力の状況
１．国際協力一般

英国は、ブレア政権発足以降、科学技術分野においても欧州とのより一層の連携・協力

を進めており、欧州第６次研究フレームワークにおいても各種の研究開発プロジェクトに

参加している。

英国としては、同研究フレームワークを通し、英国内の研究機関に研究費が還元され、

その成果が各種の産業分野に波及することを目標にしている。その他、民間主導型で世界

市場を目標にした先端技術の研究開発と生産を欧州諸国が協力していくことを目的とした

ユーレカ計画（ )においても積極的な参加を行っていEuropean High Technology Programme

、 （ ） （ ）るほか ジュネーブにある欧州合同原子核研究機関 ＣＥＲＮ や欧州宇宙機関 ＥＳＡ

へも積極的な貢献を行っている。

なお、英国は、個別に米、仏、独等と基礎研究分野を中心にバイの協力も進めていると

ころであるが、現在、二国間政府間協定を締結し、科学技術の合同委員会を設けている国

は、日本、インド、中国、韓国の４カ国である （中国、韓国との合同委員会は、大臣級。

協議であり、インドとは日本同様に事務レベル協議（政府主席科学顧問）となっている。

（参考）英国が参加している主な国際科学技術計画

○ＥＵ第６次研究フレームワーク計画

○欧州科学技術研究協力（Ｃ ）OST

○ユーレカ計画

○欧州宇宙機関（ＥＳＡ）プログラム

○欧州合同原子核機関（ＣＥＲＮ）

○欧州分子生物学研究所

○ハドロン電子衝突型加速器（ＨＥＲＡ）

○国際がん研究機関

○ヒューマン・フロンティア・サイエンス・プログラム

○世界気候研究計画

○アルゴ（高度海洋監視システム）計画

○統合深海掘削計画（ＩＯＤＰ）

○生物多様性情報機構（ＧＢＩＦ）

２．フレームワーク計画

英国では、第 次フレームワークの検討に先立ち、英国の立場を明らかにした文書を発7

表した （ 年 月）そこでは、 の計画に参加するに当たっての原則が以下のよう。 2004 12 EU

に記されている。
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「英国は、グローバル化する研究開発競争の中で欧州が効果的に競争していく上で欧州研

究地域（ ）の更なる発展を支持する。そのために、欧州に優秀な才能と企業の投資をERA

ひきつける科学技術のハブを構築しなければなら」ず、これを実現するために、第 次計7

画は以下の点に焦点を当てるべきであるとしている。

・最高の研究を実施するための の能力向上EU

・産業界の競争力向上

・ 政策の研究による裏打ちEU

（参考１）

の重点分野と予算（欧州委員会の発表によるもの：最終決定はされていない ）FP7 。

年から 年で総計 億ユーロ（ ６は総額 億ユーロ）2007 2013 730 FP 190

（約 兆 千億円：１ユーロ＝ 円で計算、年間約 兆 千億円）9 5 130 1 4

現時点で検討されている ７予算の内訳案FP

協力（域内の共同研究） ４４，４３２

うち 健康 ８，３１７

食糧・農業・バイオテクノロジー ２，４５５

情報通信技術 １２，６７０

ナノサイエンス、テクノロジー ４，８３２

エネルギー ２，９３１

環境（気候変動を含む） ２，５３５

運輸（航空を含む） ５，９４０

社会経済科学・人文 ７９２

安全保障と宇宙 ３，９６０

アイデア（個人研究） １１，８６２

人材（訓練及び流動化促進） ７，１２９

能力 ７，４８６

うち 研究施設 ３，９６１

中小企業研究 １，９０１

知識集約地域（クラスター） １５８

研究ポテンシャル（新規加盟国支援） ５５４

社会における科学 ５５４
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国際協力活動 ３５８

共同研究センターにおける非原子力研究 １，８１７

合計 ７２，７２６百万ユーロ

（参考２）第６次欧州フレームワーク計画の主な優先分野

・ライフサイエンス、ジェノミクス、バイオテクノロジー

・情報社会技術

・ナノテクノロジー、ナノサイエンス

・航空宇宙

・食糧供給・安全

・持続可能開発、気候変動、エコシステム

・知識経済における市民と統治

３．サイエンス・イノベーションフォーラム

科学・イノベーションフレームワークにおいては、主席科学顧問をヘッドにグローバル

サイエンス・イノベーションフォーラム（ ）を設置することが述べられている。具GSIF

体的な戦略目標は以下のとおり。

○国際的科学協力を通じ、英国の先端技術・発見における優位性を維持する。

○産学間の国際的科学・技術協力を通じ、英国のイノベーションを強化する。

○気候変動のような地球的課題解決のツールとして科学を利用する。

○途上国における問題解決のツールとして科学を利用する。

は 年 月に、政府科学顧問国際委員会と英国貿易投資総省（ ）科学技GSIF 2005 1 UKTI

術委員会を統合して設置され、今後、最重要協力国・地域および協力課題が特定されてい

くこととなる。

４．日英科学技術協力

（１）日英首脳会談

２００３年７月、ブレア首相が訪日し、小泉首相との間で会談が行われ 「科学技術 、、 」

「環境 「情報通信技術」に関する共同声明が発出された。このうち科学技術に関する共」、

同声明の概要は以下の通り。
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【前文】

○科学技術は２１世紀の両国の経済発展、生活の質の向上及び環境保護の鍵

○ＩＴＥＲ計画の成功に向けた活動の重要性を強調

○ フォーラムに関する日本のイニシアティブを歓迎STS

○日本における英国のキャンペーン「イノベーション 」を歓迎UK

【主導的立場にある専門家の協力とネットワーク作りの奨励】

○未来技術に関する日英合同計画（気候変動モデルに関する共同研究等）

○高名な科学者の指名による今後の協力分野の議論開始

【若手研究者交流促進】

○日英両国の研究者交流支援制度の拡充を歓迎

【エネルギー効率及び再生可能エネルギー】

○京都メカニズムに関する政策、活用戦略等の情報を共有 等

（２）日英科学技術協力協定

政府レベルでの日英の科学技術協力については、１９８９年１月の日英外相定期協議で

の提案に基づき３回の日英科学技術協力会合が開催されてきたが、日英政府間の科学技術

協力の更なる強化を図るため、１９９３年９月のメジャー首相訪日の際の首脳会談におけ

る合意に基づき、日英科学技術協力協定の締約交渉が開始され、１９９４年６月に同協定

が締結された。現在、ライフサイエンス、物質・材料、地球環境、海洋科学、天文宇宙、

情報科学など幅広い分野で共同研究プロジェクトが実施されている。なお、協定に基づく

合同委員会が２年に一度開催されており、２００４年２月には第５回合同委員会が東京に

おいて開催され、将来の協力や研究者交流について議論が行われ、共同研究数が２年前の

２２９から２５４に増加したことを確認するとともに、気候変動モデリング、ナノテクノ

ロジー及び水素経済に関するワークショップが開催されたことが確認された。

さらに、今後協力分野をライフサイエンス、地球観測、気候変動及びナノテクノロジー

などの新たな優先分野に拡大することについて合意された。

第５回日英科学技術合同委員会で確認された日英協力プロジェクト

大 学 研究所 合 計

ライフサイエンス ７２ ２８ １００

情報・通信 １０ ８ １８
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環境科学 １０ ２６ ３６

ﾅﾉﾃｸ・材料 ３１ １６ ４７

エネルギー ２ ５ ７

製造技術 ３ ４ ７

インフラ １２ ７ １９

ﾌﾛﾝﾃｨｱ（宇宙等） ３ ４ ７

その他 １３ ０ １３

合 計 １５６ ９８ ２５４

（２） ・ （ ）BBSRC JAPAN Partnership Awards JPA

が 年に創設した制度で、バイオテクノロジー分野における日英間の協力関BBSRC 2000

係を抜本的に強化することを目的としており、採用された機関は、日本の大学、研究所と

の協力関係を構築する経費として３年間で５万ポンドを限度として支給され、ワークショ

ップの開催や研究者の派遣に使うことができる。

EPSRC INTERACT（３） ・

工学・物理学研究会議（ ）が 年に創設した制度で、中国、インド、日本をEPSRC 2003

対象とした研究の初期段階における協力を促進するためのグラント。総予算 万ポンド20

、 。で 研究者が対象国を訪問するための経費として一件あたり１万～２万ポンドを支援する



- 77 -

ⅩⅢ．英国議会の科学技術に関する動向
１．英国議会

（１）上・下院常設科学技術委員会

英国議会における審議は、本会議及び委員会で行われ、上院では原則として法案を全員

Standing委員会に付託することになっており、下院では原則として、常任委員会（

）に付託されることになっている。下院ではこの他に各省庁の活動を監視するCommittees

特別委員会( ）が置かれている。Select Committees

議会上院、下院にはそれぞれ常設の科学技術委員会が設置されているが、上院、下院に

おいて科学技術の審議案件に違いがある。下院科学技術特別委員会（ )はSelect Committee

特定省庁（科学技術庁）の予算、政策課題を審議するとともに、各会期に比較的短期的な

検討テーマを設定し、科学界から幅広く参考人を招聘し、意見を求め、報告書を作成し、

下院に報告している。

一方、上院科学技術委員会は特定省庁の政策課題ではなく科学技術に対する国民の理解

増進方策、科学技術教育のあり方、社会と科学のあり方など中長期的な課題を審議し、政

府に対し勧告を出すことを主な任務としており、現在、再生可能エネルギー及び加齢と科

学に関する２つの小委員会を設置している（小委員会の設置は上部の科学技術委員会委員

長の判断で設置、廃止が決められており、通常、報告書を取りまとめ政府に勧告を出した

後に再編されることになっている 。）

なお、最近の審議状況であるが、下院ではヒト再生技術、国際開発に果たす科学技術の

役割、科学出版の有料化等について議論が行われており、上院では科学と条約というタイ

トルで、世界に占める英国の科学技術の役割とその地位の維持・向上について議論が行わ

れている。また、不定期ではあるものの、下院においては科学技術担当大臣の出席による

。サイエンス・クエスチョンタイムというものが数ヶ月に一回 分間ほど実施されている30

上院科学技術委員会構成委員 下院科学技術委員会構成委員

委員長： 委員長： （労働党）Lord Broers Dr Ian Gibson

（労働党）Baroness FInlay of Llandaff Mr Paul Farrelly

（労働党）Lord Howie of Troon Mr Kate Hoey

（自民党）Lord Mitchell Dr Evan Harris

（保守党）Lord Patel Mr Robert Key

（労働党）Lord Paul Dr Brian Iddon

（労働党）Lord Sharp of Guildford Mr Tony McWalter

（保守党）Lord Platt of Writtle Dr Andrew Murrison

（労働党）Baroness Perry of Southwark Dr Geraldine Smith
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（保守党）Earl of Selborne Dr Bob Spink

（労働党）Lord Young of Graffham Dr Desmond Tuner

Lorf Winston

Lord sutherland of Houndwood

Lord Taverne

＊ 年６月現在の構成メンバー2005

（２）議会科学技術局（ ： )POST Parliamentary Office of Science and Technology

年に英国議会の資金により設立された機関で、科学技術に関する情報収集・分析1993

を行い、両院議員にサービスを提供し、各議員の科学技術問題に対する理解を増進するこ

とを主たる任務としている。 は、各科学分野の専門家を抱え独自の情報収集・分析POST

を行い報告書を作成するとともに、議会の審議案件に応じ政策オプションを提示し、科学

技術委員会のみならず幅広い委員会の審議を支えている。 の運営は、両院 名のPOST 14

議員（上院４名、下院 名）の他に外部の有識者４名で構成される理事会で決定し、具10

体的な活動は事務局長が司っている。

なお、 は設立時に 年までの時限的な設立であったが、 年 月に下院にPOST 2001 2000 11

おいて を恒久的な機関として継続させることを決議している。 の理事会メンPOST POST

バーに選ばれている上下院の議員は、科学に造詣が深い者を充てており、両院における科

学技術審議をリードしていると言われている。

POST 1990 European Parliamentaryまた、 は、 年に自らの提案で欧州議会技術評価（

)を設立した。これは独、仏、伊など欧州主要国の科学技術関係議Technology Assessment

員及び科学技術評価事務局で構成された会議であり、生命倫理、公衆衛生、環境エネルギ

ー、研究開発政策を議論し、科学技術の社会的、経済的かつ環境面でのインパクトを評価

することを目的としている。

２．労働党・保守党の科学技術政策

両党ともに科学技術の推進については前向きなポジションをとっているが、保守党は反

堕胎の議員が多くヒト胚研究など生命倫理が絡む政策課題については、慎重なポジション

をとる傾向が強い。一方、労働党は政策的にプロサイエンスと呼ばれており、ヒト胚研究

について一定の規制の下で推進すべきとの立場をとっている。また、環境技術、情報通信

及び福祉技術の研究開発に前向きな政策を打ち出している。

欧州連合との科学技術協力の推進については、労働党は、欧州協力を積極的に進め、加

速器、核融合など基礎科学分野、ビックサイエンス分野で英国のプレゼンスを高めること

としている。一方、保守党は、英国独自の科学技術の推進を図り国内産業を活性化させる



- 79 -

べきとの立場をとっている。

３．日英科学技術議員交流

、 、これまで 科学技術に焦点をあてた日英間の国会議員交流は殆ど行われてこなかったが

年１月に訪英した尾身幸次衆議院議員（前科学技術政策担当大臣）が、ジャンキン2000

上院議員他６名の上・下両院の超党派の国会議員と意見交換を行い、今後、両国間の科学

技術議員交流を行うことで合意した。その後、 年４月に、英国議員団が訪日（団長2002

：オックスバラ卿上院科学技術委員会委員長）し、科学技術国際交流議員連盟（会長：森

喜朗前総理、事務総長：尾身衆議院議員）と第１回の日英間の科学技術議員交流が行われ

た。
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ⅩⅣ．英国の科学成果
１．英国のノーベル賞受賞者

英国は米国に次ぎ約 名を超えるノーベル賞受賞者がおり、中でも英国病と言われ経70

済、産業が沈滞していた 年代にも 人のノーベル受賞者を輩出しており、優秀な科1970 10

学者が地道な基礎研究を積み重ねた成果がバイオテクノロジー、医薬、通信などの分野で

新たなビジネスにつながり、 年代前半から始まった英国の好景気に結びつけたとの1990

。 、 、 （ ）見方もある なお ケンブリッジ大学キャベンディシュ研究所は 人 外国籍も含む32

の受賞者を輩出しており、世界で最もノーベル賞受賞者を出している研究所である。

英国におけるノーベル賞受賞者数内訳

化学賞 物理学賞 医学・生理学賞

～ ２ ４ ２1900 1919

～ ４ ５ ５1920 1939

～ ６ ５ ４1940 1959

～ ８ ５ ８1960 1979

～ ５ ０ ５1980 1999

～ ０ １ ５2000 2004

合 計 ２５ ２０ ２９

２．英国の 世紀における主な科学成果20

（生命科学）

○ペニシリンの発見（アレクサンダー・フレミング： 年）1928

○インシュリンの発見（ＪＪＲ・マクラウド： 年）1928

○インターフェロンの発見（アリック・アイザックス： 年）1957

○ＤＮＡ構造の解明（フランシス・クリック： 年、米科学者ワトソンと共同）1953

○初の胚移植による子牛の創製（ 付属研究所： 年）BBSRC 1966
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○モノクロナール抗体の発見（セザール・ミルスタイン： 年）1975

○世界初の試験管受精（パトリック・ステップトー： 年）1978

○成体体細胞核移植によるクローン羊の創製（ロスリン研究所： 年）1996

（物理・天文学）

○原子核構造の解明（アーネスト・ラザフォード）

○陰極線の発見（ＪＪ・トムソン）

○パルサーの発見（ジョスリン・ベル： 年）1967

○超電導理論（ブライアン・ジョセフ）

○ブラックホール理論の証明（スティーブン・ホーキング： 年）1974

○走査型レーザー電子顕微鏡（ 年）1984

（化学）

○クロマトグラフィーの発明（アーチャー・マーフィン： 年）1952

○フラーレンＣ６０の発見（ハリー・クロト： 年）1985
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ⅩⅤ．日英の科学技術比較
以下に、２００３年における日英の科学技術の主要項目の比較表を示す。

項 目 日本 英国

科学技術経費の対ＧＤＰ費 ３．０９％ １．８３％

政府の科学技術経費の対ＧＤＰ費 ０．６２％ ０．４９％

研究開発費に占める政府の割合

・負担ベース ２０％ ２７％

・使用ベース ９％ ９％

研究開発費に占める大学研究費の割合

（使用ベース） １９％ ２３％

研究開発費に占める民間研究費の割合

・負担ベース ８０％ ５３％

・使用ベース ７０％ ６７％

大学の研究費における民間支出の割合 ３％ ２２％

研究者一人あたり研究費（円換算） ２１百万円 ２５百万円

研究者数 約７９万人 約１６万人

研究者１人当たり研究支援者数 ０．３人 １人

「世界競争力レポート」における順位

・科学技術競争力（総合順位） ２位（１５位） １４位（１６位）

論文発表数世界シェア（人文除く） １０％ ９％

論文被引用回数世界シェア（人文除く） ９％ １２％

特許登録件数 １９万件 ２万件

科学技術経費の対ＧＤＰ比においては、圧倒的に日本の投資が多いが、研究開発経費に

占める政府の割合は英国の方が多いのが現状である。

なお、英国における大学の研究費のほぼ ％が民間から流れており、日英間で大きく20

差が開いている。英国は先進国の中でも早くから産学連携に力を入れており、これが日英

間の差に繋がっていると思われる。

また、研究支援者一人当たりの研究支援者数は、英国の場合は、研究者一人に研究支援

者が一人が付いており、日本の０．３人を大きく引き離している。この点からも英国は、

日本より研究者が研究活動に専念できる環境が整っていると言える。

次に論文発表数世界シェアは、両国ともに同じ割合になっているが、被引用回数世界シ

ェアでは、英国が日本を引き離しており、英国の方が質の高い論文を世界に輩出している

傾向が窺われる。
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（参考資料１）各研究会議の概要

バイオテクノロジー・生物科学研究会議（ＢＢＳＲＣ）

１．設立

（ ）は、旧農業食糧研究会Biotechnology and Biological Science Research Council BBSRC

議と旧科学工学研究会議のバイオテクノロジー部門を統合し、 年に設立された、保1994

健、食料、農業などバイテクノロジーに関する研究戦略、予算配分を行う評議会であり、

近年 英国が最も力を入れている分野の一つである 傘下の研究所として クローン羊 ド、 。 、 「

リー」を誕生させたロスリン研究所（エジンバラ）がある。

２．組織体制

は、年３～４回開催されるカウンシルで組織としての意志決定がなされるが、BBSRC

通常の業務運営の方針は、戦略会議（ )で行われる。Strategy Board

、 （ ） 、 （ ）カウンシルは の会長 非常勤 が議長を務め 最高責任者BBSRC Chief Executive

及び 名の委員から構成される。なお、戦略会議は、最高責任者が主宰し、新規プログ14

ラムの評価、研究者養成の方針の検討、中長期計画作成の支援等を行う。

また、グラントの選定、評価は、事務局のサポートを得て、戦略会議の下の７つの委員

会（農業食糧、動物科学、生物化学、分子生物学、生体システム、遺伝子・発達技術、植

物・微生物）で行う。

事務局体制は以下の通り。

最高責任者

執行担当部長

科学技術部 企業科学部 人材資源部ﾟ

３．所管研究所

、 、 、 、 、耕地作物研究所 家畜衛生研究所 食品研究所 草地・環境研究所 バブラハム研究所

ジョン・イネスセンター、ロスリン研究所、シルソー研究所

４．予算

－ 年予算： 百万ポンド2003 04 281

スタッフ数：約 人（その他、所管研究所 人）280 3,171
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医学研究会議（ＭＲＣ）

１．設立

年に設立された最も歴史の古い研究会議で、国民の健康増進に資する研究活動の1913

推進を目標にしており、ゲノム、感染症・免疫、分子生物学、公衆衛生、がん、難病など

幅広い分野において、研究助成、人材育成を行っている。 の今後重視していく分野MRC

としては、ゲノム機能の解明、がんや心臓疾患などの原因を遺伝子、環境、生活スタイル

の連関性から大規模な調査の実施、メンタルヘルス研究としている。

２．組織体制

の組織は、カウンシル、戦略委員会、事務局で構成される。カウンシルは、産業MRC

界出身の会長（非常勤 、科学界出身の最高責任者及び 名で構成される。戦略委員会） 14

（ )は、最高責任者が主宰し、中期計画、事業計画についてカウンシルStrategy Committee

に助言を行う。

最高責任者

執行部長

企業関係グループ 財務グループ 人材資源グループ 研究管理グループ 本部管理セクション テクノロジーMRC

３．所管研究所

・国立医学研究所、臨床科学センター、分子生物学研究所、サンガーセンター

４．予算

年予算： 百万ポンド2003-04 450

スタッフ数： 名4,470

５．研究助成

○大学に対するプログラム助成（自由研究）及びプロジェクト助成（評議会が設定した

戦略課題に沿った研究への助成）

○大型研究施設への助成（ウェルカムトラストとの共同支援の場合が多い）

○重要な研究領域に対し、フルタイムの研究者を雇用し、所管の研究機関、約４０の研

究ユニットに派遣。

○大学院生に対する奨学資金の給付
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工学・自然科学研究会議（ＥＰＳＲＣ）

１．設置

は、旧科学工学研究会議の工学、物理科学部門が 年に独立して設立されたEPSRC 1994

研究会議の中で最も大きく、研究の優先順位は産業界のニーズにより決定される。

研究分野としては、物理、化学、数理学などの基盤的研究分野から材料、高分子化学、

、 。情報技術まで幅広く担い 英国の研究の質の全体的な底上げを図ることを目的としている

２．組織体制

他の研究会議同様に会長（非常勤 、最高責任者（ )及び 名の委員か） Chief Executive 12

ら構成されるカウンシルでＥＰＳＲＣの意志決定を行う。

事務局体制は、プログラム部、財務・管理部、計画・コミュニケーション部の３部で構

成されており、職員数は約 人。300

また、 は、最もファンディング予算が多いため、各研究プログラムを担当するEPSRC

プログラムマネージャーが最も充実しており、グラントの選定、管理を行う体制が整って

いる。

３．予算

年予算： 百万ポンド2003-04 473

４．研究助成

では、プログラム別にグラントを審査・配分している。プログラムは、技術機EPSRC

会パネル（ 、ユーザーパネル（ ）及びカウンシルの議論を経て決定される。現在TOP UP）

のプログラムカテゴリーは以下のとおり。

、 、 、 、 、 、 、 、化学 工学 インフラ・環境 革新的製造技術 ライフサイエンス 材料 数学ICT

物理学、基礎技術、ｅ－サイエンス

さらに、研究の種類として、３つの区分を設けている。

○ ：Responsive Mode

の担当領域であれば、研究者が自由な発想で研究課題を提案可能な領域。EPSRC

○ ：Conditional Mode

研究課題募集に際し、予め条件が付されたグラントであり、例えば、産学共同研究を前

提とした が相当する。Collaborative Research Grants

○ ：Managed Mode

ＥＰＳＲＣが、産業界あるいは学際的な研究領域で他の研究会議と共同で行うグラント

で、産業界等のユーザーの意向を勘案して研究分野を設定して公募する。
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自然環境研究会議（ＮＥＲＣ）

１．設立

年設立。主に、地球システムの複雑な現象の理解、解明をし、その持続的な発展1965

を図ることを目的としており、今後の強化分野としては、気候変動問題、遺伝子と環境問

題への対応である。

２．組織体制

他の評議会同様に会長（非常勤 、最高責任者（ )及び１４名の委員から） Chief Executive

構成されるカウンシルで の意志決定を行う。また、カウンシルの下には、経営委NERC

員会（ )、監査委員会（ 、研究資源の配分についてカンシExecutive Board Audit Committee）

ルに助言を行う「科学技術戦略委員会（ 、Science and Innovation Strategy Board）」

研究の評価を行う が置かれている。Peer Review Committee

最高責任者

執行担当部長

科学プログラム部 パートナーシップ・技術革新部 計画・コミュニケーション部 財務・情報システム部 人事・資産部

３．所管研究所

サザンプトン海洋センター、国立地質調査所、沿岸海洋科学センター、極地研究所、生

態学・水理学センターのほか、大学との共同による研究センターが 設置されている。15

４．予算

年予算： 百万ポンド2003-04 271

スタッフ数： 名143

５．研究助成

は、以下の４つの区分で研究助成を行っている。NERC

○ ：研究者の興味に基づく自由な研究テーマを助成Non-Thematic Funding

○ ：ＮＥＲＣが決定した戦略的研究課題について助成Thematic Funding

○ ：環境科学の重要分野における長期的研究。主に所管機関の重点Core Strategic Funding

戦略研究（ )に投資される。Core StrategicResearch

○ ：所管機関が所有する観測船、深海探査機、航空機等の維持費。Infrustructure Funding
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素粒子物理・天文学研究会議（ＰＰＡＲＣ）

１．設立

年に旧科学工学研究会議の素粒子物理及び天文・宇宙科学部門を独立させ設立。1994

素粒子物理、天文学、宇宙科学などの研究助成を目的としており、また、国際的なプログ

（ ） 、 （ ）ラムである 欧州原子力研究機関 の大型ハドロン建設計画 欧州宇宙機関CERN ESA

の天文観測プロジェクトなどの資金分担も担当。

２．組織体制

他の会議同様に会長（非常勤 、最高責任者（ )及び 名の委員から構） Chief Executive 13

成されるカウンシルで意志決定を行う。また、カウンシルの下には、監査委員会、教育・

訓練委員会、科学技術理解増進パネル及び の科学プログラムについてカウンシルPPARC

に幅広く助言を行う「科学委員会： 」が置かれている。さらに科学委員Science Committee

会の下に 天文諮問パネル 素粒子物理諮問パネル 素粒子天文物理諮問パネル 太「 」、「 」、「 」、「

陽系諮問パネル 「プロジェクト・ピアレビューパネル 「技術・産業諮問パネル 「宇」、 」、 」、

宙科学諮問委員会」の７つの助言機関が設置されている。

また、事務局は、プログラム部、戦略計画・コミュニケーション部、総務部の３部で構

成されている。

３．所管研究所

・グリニッジ天文台 ・ハワイ天文学共同センター ・エジンバラ天文台

・アイザックニュートン天文台

４．予算

年予算： 百万ポンド2003-04 277

286スタッフ数：

５．研究助成

の研究助成は、素粒子物理と天文科学の２つのプログラムに分かれており、PPARC

その中で、 や 等の国際機関への拠出金、所管施設の電波望遠鏡等の研究機器ESA CERN

の維持管理費及び研究者へのグラントとなっている。なお、 は国際機関への拠出PPARC

金が多いため、研究グラントの割合は ％程度である。20
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経済社会研究会議（ＥＳＲＣ）

１．設立

年に設立された旧社会科学研究会議を 年に改組して設立。1965 1985

社会経済の変動を研究し、英国の技術革新、知的社会の実現を目指している。研究領域

は経済、公共政策、環境計画、教育、情報社会、ゲノム社会学など多岐に渡っている。

また、ここで得られた研究データは全てデータベース化しており、究極的な目標は世界一

、 。の社会経済データベースを構築し 英国の競争力及び生活の質の向上に資することである

２．組織体制

他の評議会同様に会長（非常勤 、最高責任者（ )及び 名の委員から） Chief Executive 13

構成されるカウンシルで の意志決定を行う。また、カウンシルの下には、監査委員ESRC

会、研究の優先度を検討する研究優先度委員会（ )、研究グラResearch Priority Committee

ント委員会などの委員会が設置されている。

最高執行責任者

コミュニケーション 政策・資源部 研究訓練・開発 財務・グラント管・ 部

情報部 理部

３．予算

年予算： 百万ポンド2003-04 102

スタッフ数：約 名100

４．研究助成

、 、 「 」ESRCは 所管の研究機関を有しないため 経済社会学研究を行う大学等に センター

機能を持たせ、そこに助成する仕組みを持っている。また、ＥＳＲＣが選定した重点領域

について公募する「研究プログラム」と自由な発想で提案できる「研究グラント」の制度

がある。なお 「研究プログラム」については、 年に設定された以下の重要領域に従、 2000

ってグラントを配分している。なお、 年中に新プログラムが開始される予定。2005

（重要領域）経済成果と開発、環境と人間の行動、統治と国民、知識、コミュニケーショ

ンと学習、ライフスタイルと健康、社会の安定、仕事と組織
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研究会議中央研究所（ＣＣＬＲＣ）

１．設立

CCLRC Council for the Central Laboratory of the Research Councils Daresbury( )は、

と の２つの大型研究所を統合し、その管理運営Laboratory Rutherford Appleton Laboratory

を行うなど英国の研究活動を横断的に支える大型研究施設を担当する研究会議として

年に設立。1995

また、 は、他の研究会議が助成する大学等に設置されている重要な施設、設備CCLRC

の管理、維持、更新等のサービスも行っている。

２．組織体制

は、カウンシルの下に事務局として２つの研究所の共通部門として 「ビジネCCLRC 、

ス・情報技術部 「コンピュータ科学・技術部」及び事務部門で構成されている。」

３．予算

年予算： 百万ポンド2003-04 150

には、政府からの助成は少なく、主に他の研究会議からサービスの対価としてCCLRC

収入を得ている（約 百万ポンド 。100 ）

スタッフ数：約 名1900

４．所管研究機関

（１）ラザフォード・アップルトン研究所（ＲＡＬ）

理化学研究所とミューオン科学研究で共同研究関係にある研究所で世界最大のパルス中

性子照射施設である をはじめ、大型レーザー施設（ ）など物理学研究の大型基ISIS CLF

盤施設を有している。施設内には、電波通信部、宇宙科学部、コンピュータ科学部門等が

置かれており、大型の研究機材を使った研究が行われている。また、次世代大型放射光施

設「ダイアモンド」が敷地内に建設中。

（２）ダルスベリー研究所

欧州最大規模のシンクロトロン放射光施設で、材料研究或いはライフサイエンス研究の

拠点となっており、毎年２千人以上の研究者が利用している（ 年～４年までは大規2002

模改修のためビームタイムは半減し、 名程度の利用に止まる 。500 。）

（３）チルボルトン・レーダー施設（ )Chilbolton Radar Facility

の通信研究部門に属している。 メートルのパラブラアンテナを有するレーダーRAL 25

施設が主な施設である。
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人文社会研究会議（ ： ）Arts and Humanities Research Council AHRC

１．設立： 年 月設置2005 4

２．組織

、 、 、 、 。最高責任者の下に 研究部 知識・評価部 財政・計画部 企業活動部から構成される

３．業務

具体的な業務は、研究に対するグラントの配分及び修士・ 及びポスドクの支援でPhD

ある。グラント配分はピアレビュー委員会の審査に基づき行われる。委員会は以下の つ8

のパネルから構成される。

・古典、古代史、考古学

・ビジュアルアーツとメディア

・英文学

・中近代史

・現代文学、言語学

・図書館情報学、博物館学

・音楽及び演劇

・哲学、法律、宗教学

４．予算

年間予算 百万ポンド75
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（参考資料２：英国の主要な研究機関の概要）

Ⅰ．ウェルカムトラスト・サンガー研究所（ ：旧サンガーセンター）Sanger Institute

（場所：ケンブリッジ近郊）

１．設立の経緯

年に、世界有数の医学研究を対象としたファンディング・チャリティー機関であ1992

るウェルカムトラスト（ )と政府の医学研究会議( )Wellcome Trust Medecal Research Council

が、ヒトゲノム解析の拠点としてウェルカムトラスト・ゲノムキャンパス内に整備。同セ

ンターは、国際ヒトゲノム解析計画における全体計画の ％を担当し、 年６月に米30 2000

国と共同で成果を発表。 年には解析が終了し世界最大の貢献度を誇る。サンガー研2003

究所の名前は、 年にインシュリン構造の決定でノーベル化学賞を受賞したフレデリ1958

ック・サンガー博士の名前に由来している。また、初代所長の は 年ノJohn Sulston 2002

ーベル医学生理学賞を受賞している。

なお、同キャンパス内には、サンガー研究所の他に欧州バイオインフォマティクス研究

所（ )が設立されており、遺伝子工学、バイオインフォマEuropean Bioinformatics Institute

ティクスの集積基地となっている。

２．人員及び予算

○所長：アラン・ブラッドリー

○職員：約 人（うち、約 名がゲノムのシークエンスを担当する技術者）600 450

○ － 年の予算：約 百万ポンド（約 億円）2004 05 72 144

３．解析内容

同研究所では、週７日制で 台のシーケンサーを用い、自動解析を実施してきた。解180

析した結果は、欧州バイオインフォマティクス研究所のデータベースに送られている。

４．今後の方向

年 月に新たに定められた研究計画は以下のとおり。2001 10

○ウェルカムトラストが今後５年間で３億ポンドを投資。

○がん・ゲノムプロジェクトーがんに関連する遺伝子の特定

○性染色体の解明ー精神障害などＸ染色体に関連する疾病の特定

○糖尿病、喘息等に関連する遺伝子の特定

○人間と８５％の遺伝子が共通するマウスの遺伝子の解明

○世界一流の研究者２０名をリクルートして、個々の研究プロジェクトを任せる。

○次世代の研究リーダーを養成するためのプログラムを構築する。
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Ⅱ．欧州バイオインフォマティクス研究所（ＥＢＩ： )European Bioinformatics Institute

（場所：ケンブリッジ近郊）

１．設立の経緯

の前身は、欧州分子生物学研究所（ )EBI European Molecular Biology Laboratory:EMBL

の塩基解析データ図書館であり、当初は、論文抄録の作成が主業務であったが、遺伝子解

析の進展と膨大な解析データの処理の必要性が高まり、 年にウェルカムトラスト・1995

。ゲノムキャンパス内に欧州 カ国の資金により非営利の国際研究機関として設立された17

２．主な業務

○ヒトゲノムのマッピングデータを基にした、コンピュータによるタンパク質の立体構

造の解析や機能分析

○現在、 の企業に対し、バイオインフォマティクスのトレーニング、産学連携の場18

としてのワークショップの開催等を行っている。

３．人員及び予算

Janet Thornton○所長：

○現在の当研究所は、ＥＵ各国及び産業界からの資金で運営され、欧州各国の大学等の

研究者のみならず製薬、化学工業などの民間研究者約 名で構成されている。70

○運営資金は、年間約 億円で、ＥＭＢＬのメンバー国及びＥＵより提供。個別のプ20

ロジェクトについては、製薬業界からも資金提供がなされている。

○ 年 月にはウェルカムトラスト、 、 により 名収容可能なビル2005 4 MRC BBSRC 400

建設の資金提供が発表された。
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Ⅲ．キャベンディシュ研究所（ ）Cavendish Laboratory

（場所：ケンブリッジ）

１．概要

○キャベンディシュ研究所はケンブリッジ大学の物理学研究所として 年にケンブ1871

リッジ大学のメインキャンパスの中に設立され、これまでに （電磁気学の法則Maxwell

：キャベンディシュ研究所初代所長 、 （電子の発見 、 （アルファ） ）Thomson Rutherford

線、ベータ線の発見 、 （Ｘ線回折の理論）など世界的に著名な研究者を輩出し続） Bragg

、 、 、 、けており 近年では 電波天文学の と 超電導理論の先駆者であるRyle Hewish Josephson

量子力学の がノーベル賞を受賞するなど当研究所だけで 人以上のノーベル賞受Mott 30

賞者を輩出（ケンブリッジ全体で 名、うち自然科学系 名 。80 69 ）

○また、英国高等教育助成評議会が行っている大学評価においても、当研究所は常に英

国のナンバー１の評価を得ている。

、 、 。○なお 研究規模の拡大に伴い 年に当研究所はケンブリッジ西部の敷地に移転1974

○更に、当研究所では、日立ケンブリッジ研究所と量子効果デバイス等の共同研究を行

っている。

２．研究の方針、内容

○当研究所には、ケンブリッジ大学のみならず世界中の優秀な研究生、ポスドクが集ま

っており、個人の興味、探求心を重視し、観察、実験を基本とした理論研究を徹底的に

追求した研究スタイルを維持している。また、ジュネーブのＣＥＲＮ、フランスのレー

ザー物理研究所など世界中の研究機関と研究者のネットワークを構築している。

○最近では、当研究所の長期的な研究テーマに対し、英国のみならずＥＵ、米国の企業

から共同研究、研究者派遣などの形で研究資金が提供されており、産学連携の拠点とな

っている。

○当研究所は、現在、高エネルギー物理、天文物理、ナノ物理・半導体物理の３領域に

研究を重点化している。

○年間グラント（外部資金）は約８百万ポンド（ 億円 。16 ）
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Ⅳ．インペリアルカレッジ遺伝子治療センター（ )Imperial College Genetic Therapies Centre

（場所：ロンドン）

１．センターの概要

年、生物学、化学、医学の学際領域の研究分野を結集し、分子レベルの遺伝子研1998

究及び遺伝子治療法の研究を行うためのセンターとしてインペリアルカレッジ内に設立。

（ 年６月には本センターの新しい研究拠点として、学際研究ビルディングが完成。2001

なお、本センターは、欧州と日本の研究協力の重要な拠点として位置づけられており、

（ ） （ ） 。三菱化学 株 及び三菱東京製薬 株 と戦略的パートナーとしての契約がなされている

２．センターの目的

本センターは、ポストゲノムを睨み、分子レベルでタンパク質を解明し、遺伝子治療技

術を確立するための研究を実施すると同時に、ポスドクレベルの研究者の訓練も行い、一

流の研究者を養成することを目的。また、本センターでの研究成果を通じ、積極的にスピ

ンアウト企業を輩出することを計画しており、スピンアウト企業（ )が誕生しProteom Ltd

ている。

３．主な研究内容

○疾病に関係するゲノム機能の解明と治療法の研究（例：感染症の分子レベルでの解明

などの医学研究）

○タンパク質の構造、機能の解明

○生物理学、生化学、分子・細胞生物学など学際領域の研究

４．研究費

研究費の殆どが内外の民間企業、医学慈善団体からの長期研究契約に基づくグラントに

より賄われている。大口の研究契約は、三菱化学（株）との７年間総額４百万ポンド。
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Ⅴ．ラザフォード・アップルトン研究所

（オックスフォード近郊）

１．概要

年に （英国科学・工学研究会議）に所属する機関として設立され、核物理、1972 SERC

高エネルギー物理、天文宇宙、電波物理、コンピューターなど幅広い研究分野から構成さ

1994 SERC EPSRC CCLRCれている。その後、 年に が に組織変更されたが、同研究所は

（研究会議中央研究所）として独立し現在に至っている。

ここでは、研究所独自の研究を進める一方、英国内の大学や研究機関の研究及び実験の

場として、また同時にジュネーブの などと共同で物質の究極構造の解明を目指すCERN

研究を進めるなど国際的な科学技術交流及び共同研究の中心的存在となっている。

２．人員構成

職員数は約 人1200

３．理研 間のミュオン科学に関する共同研究-RAL

、 （ ）1990 RAL ISIS年に共同研究協定が締結され が所有する世界最高強度の陽子加速器

に付帯設備として、超伝導ミュオンチャンネルからなるミュオン発生装置の開発・建設に

着手。 年に同施設を完成させるとともに理研ｰ 支所を開設。その後、本格的なミ95 RAL

ュオン科学の実験研究に精力的に取り組んでいる。
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Ⅵ ロスリン研究所（ )Roslin Institute

（エジンバラ近郊）

１．概要

、 、家畜を対象にした分子生物学 遺伝子研究で世界最高水準の研究レベルを有する機関で

動物の遺伝子組み替えや、遺伝子分析手法のパイオニアである。

最近では、 年に世界初のクローン羊「ドリー」の産生で世界に名を轟かせた。1997

２．研究人員

約 名250

予算は、 、 、 や産業界から提供されている。BBSRC OST EU

３．主な研究内容

（１）ゲノム分析とバイオインフォマティクス

品質の良い家畜の大量生産、病気に対する抵抗力の強い家畜の生産のための研究

（２）遺伝子組換えとバイオテクノロジー

動物クローン研究及び鶏、豚等のゲノムマップの作成

（３）家畜育成研究

遺伝子選択によるよりよい家畜の産出等

（４）家畜の福祉と行動研究

動物の感覚研究、早成家畜の体への悪影響等

４．スピンアウト企業

ロスリン研究所の研究成果を基に以下の４つのスピンアウト企業が誕生している。

① （ 年設立）PPL Therapeutics 1987

羊や牛の遺伝子組み替えにより、人間のタンパク質を作成する技術開発

② （ 年設立 ：家畜の遺伝子分析Rosgen 1997 ）

③ （ 年設立 ：家畜飼料の分析Roslin Nutrition 1997 ）

④ （ 年設立 ：核移植、核変換技術等を実施。ドリー作成の技術の特Roslin Biomed 1998 ）

許を保有。
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Ⅶ．国立海洋学センター（ ( ))National Oceangraphy Centre, Southampton NOCS

（場所：サザンプトン）

１．概要

とサザンプトン大学が共同で 年に設立した機関で、主に海洋科学技術、地NERC 1995

球科学の研究を実施している。また、同センターは国際協力を重視しており、リモートセ

ンシング、 計画や統合深海掘削計画など政府が関与する国際プロジェクトの中心ARGO

機関となっている。 年からは名称を変更した。2005

２．職員

サウザンプトン大学の兼任教員や研究フェローを含め約 名450

３．予算

約 億 千万ポンド（ 年度）2 7 2005

４．主な研究項目

○海洋科学：宇宙からの海洋特性の把握（海面温度、波の追跡 、北極圏の海洋調査）

○地球環境：カーボンサイクルの研究等

○海洋生物学：エコロジカルモデリングの研究等
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Ⅷ．カラム核融合科学センター

（ケンブリッジ近郊）

１．概要

1973 JET 1977年に欧州核融合研究プログラムに核融合試験施設 の建設が位置づけられ、

年の欧州科学技術大臣会合での合意により、英国カラムに を建設することが決定。JET

欧州の核融合研究の要の施設として 年に建設に着手。1978

また、 以外にもトカマクデータの蓄積のための小型試験施設 が同センターJET MAST

内に設置されている。

２．運営

の運転経費は、 が 、 が 、残りの を他の参加メンバJET 80% EURATOM 10% UKAEA 10%

ーが への貢献に比例して負担し、施設の管理は、 （英国原子力公社）EURATOM UKAEA

が担っている。

への参加研究者割合は、 ～ 年で、英国 、独 、仏 、伊 、スJET 2000 04 23% 16% 13% 16%

ウェーデン 等となっている。7%

３．今後の計画

○現在、 の建設が仏に決定されたことを受けて、今後 年間の 実験計画が策定ITER 5 JET

され、これに向けた以下の改造計画が進んでいる。

・ 様壁面プロジェクトITER

・中性子ビーム強化

・高周波ペレットインジェクター

では今後もトカマク核融合のデータ蓄積を図るとともにカラムセンターを拠点に核JET

融合の実用化に不可欠な核融合材料の研究を進めていくこととしている。

、 。○また 宇宙物理や天文物理に核融合技術を応用するための研究を大学等と連携して実施

○カラムサイエンスセンター内には、カラム核融合センターの技術を移転した核融合関連

企業が集積しており、 建設後に向け、カラム核融合センターの技術を積極的に移転ITER

することとしている。
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（参考資料３：英国の科学技術行政体制）

首相 政府主席科学顧問

（ ）兼科学技術庁長官

貿易産業省 英国宇宙センター

科学技術庁

研究会議担当局長

耕地作物研究所 家畜衛生研究所 食品研究所ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・生物科学研究会議

草地・環境研究所 バブラハム研究所 ジョンイネス・センター

ロスリン研究所 シルソー研究所

国立医学研究所 臨床科学センター 分子生物学研究所医学研究会議

工学・物理科学研究会議

ｻｻﾞﾝﾌﾟﾄﾝ海洋学ｾﾝﾀｰ 国立地質調査所 極地研究所自然環境研究会議

生物学・水理学センター 沿岸海洋科学センター

グリニッジ天文台 エジンバラ天文台素粒子物理・天文学研究会議

アイザックニュートン天文台 ハワイ天文学共同センター

経済・社会研究会議

ラザフォード・アップルトン研究所 ダルスベリー研究所研究会議中央研究所評議会

教育・技能省 イングランド高等教育助成評議会（ＨＥＦＣＥ）

保健省 ヒト受精・胚機構（ )HFEA
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ヒトゲノム諮問委員会

国立生物学標準・規制委員会

国立放射線防護委員会

応用微生物学研究センター

公衆衛生研究所

中央科学研究所 環境・漁業・水産養殖センター環境・食糧・農村省

獣医学研究所 国立農業・植物学研究所

環境庁

交通・地方自治省

高速道路庁

国防省 防衛科学技術研究所

ｷﾈﾃｨｯｸ社（旧防衛評価研究庁）

気象庁 気象予測・研究センター

内務省 法科学サービス

警察情報技術機構

自然史博物館、科学博物館、マンチェスター科学・産業博物館文化・メディア・スポーツ省

健康・安全執行委員会 衛生安全研究所
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（参考資料４： 英国科学技術関係機関連絡先）

（政府関係機関）

Office of Science and Technology OST www.DTI.gov.uk・ ( )

The Biotechnology and Biological Science Research Council BBSRC www.bbsrc,ac.uk・ ( )

Polaris House,North Star Avenue Swindon TEL:01793413200

The Engineering and Physical Science Research Council EPSRC www.epsrc.ac.uk・ ( )

Polaris House,North Star Avenue Swindon TEL:01793 444000

The Medical Research Council MRC www.mrc.ac.uk・ ( )

The Natural Environment Research Council NERC www.nerc.ac.uk・ ( )

Polaris House,North Star Avenue Swindon TEL:01793 411500

The Particle Physics and Astronomy Research Council PPSRC www.ppsrc.ac.uk・ ( )

Polaris House,North Star Avenue Swindon TEL:01793 442098

The Council for the Central Laboratory of Research Councils CCLRC www.cclrc.ac.uk・ ( )

The Economic and Social Research Council www.esrc.ac.uk・

Department for Education and Skills www.dfes.gov.uk・

（民間）

The Royal Society 6 Carlton House Terrace London TEL:020-7839-5561・

The Royal Institution 21Albemale St London TEL:020-7409-2992・

The Association for Science and Education College Lane,Hatfield Herts TEL:01707267411・

The British Association for the Advancement of Science・

23 Savile Row London TEL:020-7973-3500

・ ( )Committee on the Public Understanding of Science COPUS

6 Carlton House Terrace London TEL:020-7451-2580

The Engineering Council 10 Maltravers St London TEL:020-7240-7891・

The Royal Academy of Engineering 29 Great Peter St London TEL:020-7222-2688・
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（参考資料５：主な略語）

:British Association for the Advancement of ScienceＢＡＡＳ

:Biotechnology and Biological Sciences Research CouncilＢＢＳＲＣ

:British National Space CentreＢＮＳＣ

:Cooperative Awards in Science and EngineeringＣＡＳＥ

:Council for the Central Laboratory of the Research CouncilsＣＣＬＲＣ

:Comite National d'Evaluation de la RechercheＣＥＲＮ

:Committee for the Public Understanding of ScienceＣＯＰＵＳ

:Council for Science and TechnologyＣＳＴ

DTI :Department of Trade and Industry

ＤＩＡＭＯＮＤ ラザフォードアップルトン研に設立予定の大型放射光施設:

:Department of HealthＤＨ

:European Bioinformatics InstituteＥＢＩ

:Engineering and Physical Science Research CouncilＥＰＳＲＣ

:European Space AgencyＥＳＡ

:Economic and Social Research CouncilＥＳＲＣ

:Global Biodiversity Information FacilityＧＢＩＦ

:Higher Education Funding CouncilsＨＥＦＣ

:Human Genetic CommissionＨＧＣ

ＨＯ （内務省）:Home Office

:International Ocean Driling ProjectＩＯＤＰ

:Joint Infrustructure FundＪＩＦ

:Japan Partnership AwardsＪＰＡ

:Joint Research Equipment InitiativeＪＲＥＩ

:Ministry of DefenceＭＯＤ

:Medical Research CouncilＭＲＣ

:Natural Environment Research CouncilＮＥＲＣ

:National Endowment for Science,Technology and the ArtsＮＥＳＴＡ

NPL :National Physical Laboratory

OST :Office of Science and Technology

POST :Parliamentary Office of Science and Technology

:Particle Physics and Astronomy Research councilＰＰＡＲＣ

:Research Assessment ExerciseＲＡＥ

:Research CouncilＲＣ




